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平成28年5月
全国商エ会

8年度熊本地農獲旧等予備費予算
被災地域販路開拓支援事業
小規槙事業者持続化補助金

【公寡要領】
(寡彙繭闔) *申講手続の詳細は、 Pー50以降をよく ご確認く ださい「

憂付闔始: 平成28年5月3

纂ー次憂付繍切 (早期執行分) 王塵28生6且24日 ~金2 [締切日当日消印有効]
驚2次憂付締切 [締切日当日消印蕎効]

伸疇讐繭一式の攫出先 闔い合ゎせ先)

〇葺類の提出先 問い合ゎせ先は次ぺージの地方事務局ー覧表をご覧く さい。

事業を営まれてし`る都道府県の商工会連合会が窓口となります。
X全国商工会連合会にば直接申請てきませんのて`注意くたさい

※送付のみ受付 (持参ま不可) 送付時の封筒の表こ 「28年度予備費事業 応募警類在中」 とお婁きくたぎ

〇問い合わせの対応時問は、 9230~ー2200、 ー3=00~ー7ニ30

となります= (本公募要領おょび下記の特設ホームべージ掲載情報をご覧いただき、
の上でご不明な点があれぱ、 お問し丶合わせください。)

(ご注薫' ご遭絡)

〇商工会議所の管轄地域で事業を営んでし丶る小規模事業者にっいては、 日本商工
会議所が公表する公募要領をご覧ください (都道府県商工会連合会への申請はできま
せん)c

〇本事業の申請に際しては、 地域の商工会の確認が必要となり ますっ

(補助金事務局) 地域の商工会に 「経営計画書 「補

助事業計画書・様式3」 「事業支援計画書 様式4 「様式

4」)」 の作成 交付を依頼してください ('ur' ・ヰ -〝…〟

麓しください) 地域の商工会から を得た後、 併せて上記提出先にご
(「様式4」 も必須提出書類です)

〇申請に際しては、 必須提出書類等 (特に 等の電子媒体〉
十分ご注意ください:
〇本公募要領は、 全国商工会連合会ホームページからダウンロー ドできます。

https://www.
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福岡児商エ会遭合会 輻 市樽多区吉壌本町

週
麦 麟

9-15 中小企藁振興セン肝7階

佐寶県商エ会遭合会 〝 840一08 佐寶市白山2一H2 佐翼商ェビル6階

轟繭県商エ会遭合会 8 轟椅市桜町4升 轟醜藺エ会館8階

態本県商ェ会遵合会 8 熊本市中央区安政町鈬楓 熊木曝商ェ会館8階

大分曝商エ会遭合会 0-0 26 大分市金池町 大分曝中小企藁会館5階

宮熾疇商ェ会遭合会 30—00 宮艦市寮公橿2一4一3ー 奮醜曝中小企彙会館2階

鹿児鼻 鹿児攪県商ェ会遭合会 9 8 鹿児轟市名山町併ー 鹿児團曝産彙会館6階
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地方事務局は商工会の管轄地域で事業を営んでし丶る小規模事業者のお問い合ゎせ先・
請書提出先等になりまず。 〝

商工会議所の管薫地域で事業を営んでし丶る小規槙事業者にっぃては、 日本商工会議所が
配布してぃる公募要領をご覧ください (商工会運合会への申請はできません)。
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佐賀、 長崎、 熊本、'

大分、 宮崎、
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・ とは、
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その
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(注5) 原則と して、 (注ー)
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今般の平成2 8年熊本地震の影=で、 薫客ゃ販路の喪失といぅ状況に直面した九
州地方の小規槙事業者 商エ会'商エ会所の助言等を受けて
経営計画を作成し、 その託画に沿ぅて販路開拓等に取り組む寶
2/3を補助します。 補助上限賽: 2。含0万円またはー (注棗、注5)〝

(注ー) 本補助金の対象者は、 九州経済産業局管内 (福岡、
鹿児島の各県) に所在する、 熊本地の影を受けた小規

模事業者です
ー・「熊本地の影を受けた」 同地震により事業用資産に損等の直接被害
か生じた事購のほか、 同地震の影逞で売上減の間接被害が生じた事賭も含 〝

まれます。 *直撒害が生じた事業者にっいては、 任先的に採択します。
「小麒事業者』 「製造業その他の業種に属ずる轢を主たる事業として'
営む商工儲 (会社おょぴ個人事業主汀 でぁり、 「常時使用する従業員J の数
が20人以下 (卸売業、 小売業、 サーピス業 (宿泊業・娯楽業を除<) に属す
る事業を主たる裏業と して営む者にっいては5人以下) の事業者です。'

(注2) 商エ会会貝、 非会員を問わず、 応寡可能でず

(注3) 本補助金の支援対象は、 熊本地の影を受けた小規模事業者の販路開
拓の取り組み等でぁり、・ 逮

(注4) 補助上疇良額は、 熊本県・大分県は2 他の県はー 00万円です。〝ー
*例ぇぱ熊本県の事莱者の場合、 補助対H経3 00万円の支出に対し;

2/3の200万円を補助しまず (補助対象経費ー 0万円の支出の齢は
20万円が輔助金額となります。 また、 補助対象経費450ガ円

の支出の場合には2/3は3 0万円となりますか、 補助する金額は 補助 ’
上F良賽でぁる200万円となります‰

個社の取り組みが対象でずが、 に該当する複数の

_補助上B良額が200万円~ー 000万円または2030万円となります。 〝一

※補助金の採否については事業の有効性などの観点から膏査します。 参照)



 

 

」案内いた
'

 

本補助金事業は、 (補助金適正イヒ法)J

不正
o

申請書類の作成
十

 

その後、 補助金の交付 (支払い) 対象と

" 一 一 - ・

  

ただし、 に限り、 して、 (平成2
3 ー 日)

また、

正性確保のため、 ー取引 ー 0万円超 (税抜き)

 

採択・

には、

所定の し、

'

(生産性向上)
し`

  

 

'

 

「彙蔓奮墳」 にっいての」"_,-,- 
本補助金に係る重要事項を以下のとおり しますので、 必ずご確認のうぇ、 〝

理解いただぃたうえでの申請をお薫いいたします。

「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 に基づ
き実施されます。 補助金の不正受給が行ゎれた場合には、 補助金交付決定の取消返還命令、
の内容の公表等ゃ、 5年以下の懲役もしくはー 0万円以下の罰金に処せられることがぁります。
なお 提出に際しては 申請書類の 「様式ー」 において、 「申請薔類の記載内

容は真正でぁる」 旨を誓約いただきますので、 事実と異なる記載内容での申請とならないょう、
分にご確認ください

審査の結果、 採択が決定されると、 補助金事務局から採択者に対し、 「採択通知薔」 が送付され、
しての事業の実施を正式に認める 「補助金交付決定通知薔」

が送付されます。 補助金の対象となる経費の発注〝契約支出行為は、 「補助金交付決定通知書」
受領後から可能となります。=「採択通知香J が届いても、 「需詐 =- ~

第ー决受付締切分 (早期執行分) 特例と 公募開始日 8年5月
以降に発生した経費を遡って補助対象経費と して認めます。
支出行為は、 薫行振込方式が大原則でず。 現金支払いもー部可能でずが、 補助金執行の適

旅費を除き、 の支払は現金支払い不可です。

補助事業は、 交什決定を受けた内容で実施いただく ものですが、 補助事業を実施する中で、
補助事業の内容または経費の配分変更を希望ずる場合 (軽微な変更を除く) 補助事業の交付
の目的に沿った驚囲内で、 ぁらかじめ (発注・契約前に)、 「変吏承認申請書」 を提出
その承認を受けなければなりません。
なお、[ 「車両ボ入費」 や 「業務効率化 の取姦且」 にょる経賽支出は、 予め申請時に

所定,の様式内に内容を記載し、 「経費明細表J に計上してぃることが前提条件となりますので、
ずれも、 変更承認手続にょり事後に補助対象経費に加えることはできません。

もし、 定められた期日までに、 実續報告審等の提出が補助金事務局で確認てきなかった撮合には 補
助金交付決定を受けてぃても、 補助金を受け敢れなくなりますので、 必ず期日を守ってくださぃ

墾な 呈 なる疆讐が董笹ま丈g = '

補助金交付決定後でぁっても、 提出済みの実續報告薔等の確認時に、 支出内容に補助対象外経費
4



 

 

が計上されているこ とが判明
_

 

単価5 0万円 (税抜き)
「処分制限財産J に該当 し、 し、 一

承認を

 

し、 交付した補助金の全部または 〝

と、

 

5年間 (= 3 日まで)、

と また、 仮に、 補助金の返還命令等の指示がなされ

 

同ーの内容にっぃて、 国 が助成する他の制度 (補助金、 と

ょり多く ため

 

補助金交付元でぁる政府
(中小企業庁)

その他、

10.

のアンヶー ので、

ーー・ の _

は、 '

  

 

5
 

した揚合には、 当該支出を除いて補助対象経費を算出するよう補助
金事務局から運絡を受けます。
また、 収益納付に該当する事業を実施した揚合、 減額して補助金が支払ゎれるこ とがぁります。

以上の機械装等 自動車等車両の入ゃ店舗改装にょる不動産の効用 〟

増加等は 補助事業が完了 補助金の支払を受けた後でぁっても、
定の期問 (通常は取得日から5年問) において処分 (補助事業目的外での使用、 譲渡、 担保提供、

廃棄等) が制限されます。
処分制限期問内に当該財産を処分する場合には、 必ず全国商工会連合会へ承認を申請し、

受けた後でなければ処分できません。 全国商エ会運合会は、 財産処分を承認した補助事業者に対
当該承認に際从 残存簿価等から算出される金賽の返還のため、

一部に相当する金額を納付させることがぁります。 承認を得ずに処分を行う 交付要綱遠反にょ
り補助金交付取消・返還命令の対象となります、

補助事業者は、 補助事業に関係ずる帳簿ぉょび証拠審類を補助事業の完了の日の属ずる年度の終了後
平成3 4年3月 ー 全国商工会遮合会ゃ国の補助金等の執行を監督する会計検査

院からの求めがぁった際に、 いっでも閲覧に供せるょう保存しておかなけれぱな りません。

この期間に、 会計検査院にょる実地検査等が実施される可能性もぁり、 補助金を受けた者の義務
して応じなければなりません。 検査等の結果、

た場合には従ゎなければなりません。

(独立行政法人等を含む) 委託費等)
重複する事業は補助対象事業となりません。
また、 の事業者に補助事業へ取り組んでいただく 同一事業者が平成2 7年度補正

事業と今回の事業の両方で採択されることがないょうにしまず。`

全国商エ会連合会に提供し丶ただぃた個人情報は、 以下の目的のため、
との問で共有します。

補助金事業の適正な執行のために必要な運絡
経営活勤状況等を把握するための調査 (事業終了後のフォローアップ調査含む)

補助金事業の遂行に必要な活動

アンヶ一ト賽について
本補助金の採択事業者等に対し、 補助金を活用 して取り組む事業ゃその効果等を把握するため

卜調査を実施することがぁります (補助事業完了後のフォローアップ調査含む)
その際にはご協力をお=ぃいたします。

`
〕

申請・補助事業者は、 本公募要領、 交付要綱やウェブサィ ト等の案内に記載のない細部にっいて
補助金事務局からの指示に従う ものと します。



I.
です。

を、

以降をご覧ください。

叶回賽の様式おょぴ配戴例
〇補助金申請に必要な提出書類はPJ~幻

(地域の商エ会が記入する譬類等を含む)。
〇提出書類の記入例と補足説明はP・22~33 申請の締切など公募の詳細にっいては、

P二33



:平成28年 月 日

全国商工会連合会

郵便番号
住 所
名 称
代表者の役職・氏名 印 _

電話番号 '

平成
'

 

平成2
補助金の交付を受けたぃので、

- 当社は、
して、 公募要領に定める 「小規模事業者持続化補助金の交付を受ける者と して不適

当な者」
により、 異議は一
また、 申請にあたっては 「重要事項」 (P. 4~5) その '

 

・ (様式2) '

'
・ 事業支援計画書 (様式4)
・ し、

その他必要書類

直近の確定申告書 収支内訳書または所得税青色申告決算書) または
開業届

(様式ー一ー ;単独ー事業者にょる申請の場合)

記入日

“会長 殿

28年度熊本地震復旧等予備賽 被災地域販路開拓支援事業
小規模事業者持続化補助金に係る申請皇

8年度熊本地震復旧等予備費 ~被災地域販路開拓支援事業 小規模事業者持続化
下記の書類を添えて申請します。

申請量 お の記載内容は真正でぁり、 かっ、 小規模事業者持続化補助金の交付を受
ける者と

のいずれにも該当 しません。 この誓約が虚偽でぁり、 またはこの誓約に反したこと
当方が不利益を被ることになっても、 切申 し立てません。

公募要領に記載された を確認し、
内容を十分に理解していまナ。

記
経営計画書
補助事業計画書 (様式3)

*依頼に基づき` 地城の商エ会が作成します
補助金交付申請書 (様式5) *補助金事務局でお預かり 採択決定後に正式受理しまず

〝

〝〇法人の場合
・貸借対照表およぴ損益計算譬 (直近ー期分)
'現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書

〇個人事業主の場合
(第一表、 第二表、

*収支内訳審かなし`撮合は貸借対照表おょび損益計算審 (直近ー期分) を作成し提出



(様式ー一2

_ 記入日 月 日

全国商工会連合会 会長 殿

郵便番号
住 所
名

印

平成2 被災地域販路開拓支援事業

平成2

して、 公募要領に定める 「小規模事業者持続化補助

"
また、 は、 公募要領に記載された 「重要事項」 (P・4~5) を確認し、 その

・ してくたさぃ。

・

・ (様式4)
ご

(様式5)
ください。 し、

〝 その他必要書類 '

直近の確定申告書 (第一表、 第二表、 または
開業届

8

:複数事業者にょる共同申請の場合)

:平成28年
〝

【※代表事業者名称のみを以下に記入】

_〝称

代表者の役積・氏名
電話番号

8年度熊本地震復旧等予備賽
小規模事業者持続化補助金に係る申請書

8年度熊本地震復旧等予備費 被災地城販路開拓支援事業 小規模事業者持続化
補助金の交付を、 共同申請者一監の事業者と共同で受けたいので、 下記の書類を添ぇて申請
しまず。

申請書類の記載内容は真正でぁり、 かっ、 当社および他の共同申請者は、 いずれも小規模
事業者持続化補助金の交付を受ける者と
金の交付を受ける者として不適当な者」のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、
またはこの誓約に反したことにょり、 当方が不利益を被ることになっても〟 異議は一切申し
立てません。

申請にあたって
内容を十分に理解してぃます。〝記
経営計画書 (様式2) *共同事業に参画ずる全事業者ごとに作成し、 まとめて提出
補助事業計画書 (様式3) *共同事業と してーっィ偕成してください。

事業支援計画書
*共同事業に参画する全事業者が所在する地域の商工会 (おょぴ商工会賞所) とに作成を受け、 まとめ
て提出してください。

[補助金交付申請書
*共同事業と レて ーっィ催成して 補助金事務局でお預かり 採択決定後に正式受理します。

昆〇法人の場合 (共同事業に参画する事業者ごとに必要)
・貸借対照表および損益計算書 (直近ー期分)
・現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書

〇個人事業主の場合 (共同事業に参画する事業者ごとに必要)
収支内訳書または所得税青色申告決算書)

*収支内訳薔かなし丶場合は貸借対照表および損益計英薔 (直近ー期分) を作成し提出



 

【代表事業者】
 

郵使番号
 

住所
 

 

 

 

電話番号
 

 

者】

 

郵使番号
 

住所
 

 

代表者の役職・氏名
 

 

 

郵使番号
 

住所
 

 

代表者の役職'氏名
 

 

 

郵使番号
 

住所
 

 

代表者の役職・氏名
 

 

電話番号
 

 

追加 (コピー)

 

 

複数事業者による共同申請/共同申請者一覧

名称
代表者の役職・氏名

【その他共同申請者数: *代表事業者以外の共同申請者の数をご記入ください。

名称

電話番号

名称

電話番号

名称

*事業者数が多く、 欄が足りない場合は、 してください。



(様式2)

<応募者の概要>
 

名称 く商号または屋号)
 

 

(ー3 桁) ※ー
・ 業種番号

 

 

 

常時使用する 「0人」

 

方 円 年 月
 

 

氏名
 

 

 

(T 一 〉

 

電話番号
 

 

 

 

 

FAX 番号 E一maiー ア ドレス
 

' 一 全て

当者」

FAX

ァ

※ー 「ない

桁))

※2

※3 〈 ー) 【2】

I.
( ) 0 0万円】
( )

00万円】

H.
(D ( )

( )

( )
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経営計画害

(ふり がな)

法人番号

主たる業種※2 鰹桁俳3 桁) 業種名称

*常時使用する従業員がいなけれぱ、 と記入してくださぃ。

従業員数※3 *従業員数が小規模事業者の定義を超える場合は申請できません。

資本金額 … `

楓人奮藁者なら配戴不動 創業 投立年月 (和暦)

〈ふりがな)

住所

雌
咋
描
譲
臓

携帯電話番号

(全国商エ会迎合会 補助金事務局 商工会からの警類の送付ゃ必要譬類の提出依頼等の霞話・ メール遮絡は、 「遮絡担

(共同申説の場合は、 原則、 代表事莱者の連絡担当者) 宛てに行います。 補助金の申請内容ゃ実續報告時の提出審頸の内

容にっいて` 貴任をもって脱明できる方を記載してください〟 電話番号または携帯電話番号は必ず記入をお願し丶します。

番号'E一ma凵 ドレスも極力記入してください〟)

法人の場合は、 法人番号を記載してください= 個人裏業主は と明記してください。 マイナンパー (個人番号 (ー2

は記載しない“で< ださい。

公募要領P.56 記載の 「業種分類」 に基づいて、 主たる業種の番号 (2桁)、 業種名称をご記入<ださい〟 (「業輌分鍾ー

に小分顆 (3桁) ヵ(極されている薫糧については3桁まで番量を配入し、 彙績名魏をご配入くださLい
公募要領P. 35の2〟 (c)の常時使用すろ従業員数の考え方をご参照のうぇ、 ご記入ください〟 なお、 常時

使用ずる従莱員に含めるか否かの判断に迷った揚合は、 地城の商工会にご相談いただけます。

(従業員数が公募要領P. 34 記載の 「小規模事業者の定義」 を溝たず事業者のみ申讀できますJ

【今回公募の対象者でぁることの確認項目】 ※全ての申踵が必須回葦です。
所在する地城 (@、 @のいずれか一っを選択)
の 熊本県または大分県 【補助上疇良額2

@ 福岡県・佐寶県・長崎県・宮崎県'鹿児島県のいずれか
【補助上限額ー

自社における熊本地震の ニ=~〟

{Eiffbma‘bb
—>(a) 被災した事業者であることを証する公的書類 (罹災証明書

等)あり *当幽的書類を本紙に添付のこと (写しでも可)
—>(b) 被災した事業者であることを証する公的書類なし

(@、 帥いずれか一っを選択从 追問に回答2



 

 

*被災の状況が分かるよう、 できるだけ其体的にご記入ください。
 

   

( )

( )

「認定書」 等)

( )

の に記入のこと
  

 

と】

う、

ど、
 

 

  

III. 平成 27年度補正 (平成 26

の ( )

( ) 平成 27
今回との重複申請はできないため、

てください
(ー) ( )

(2) (

 

たことがゎかる証拠写真を洲のこと (不の合は対象外)

伽状況欄 【上記の一佃に骸当する揚合は、 必ず記入のこと (写真耐が必須)】

A Q) 直接の雌はないが、 売上減の聞接被害ぁり
—>(c) 熊本地震による売上減を証する公的書類 (セーフティネッ

ト保証4号にかかる地元市町村発行の あり
*当該公的書類を本紙に耐のこと (写しでも可)

升(d) 熊本地震による売上減を証する公的書類なし
*2 「薗崑決 董 ' &一 山」 (不「凵の合は対象外)

間接被害状況欄 【上記@一佃に該当する援合は、 必ず記入のこ
*熊本地農による売上減の状況が分かるょ 月聞売上額の前年同月 との比較な

できるだけ数値を用いて具体的にご記入ください。

「小規模事業者持続化補助金」 28年2月 日公墓開始)
にも応募してぃるか否か (の~@のし`主れか一っを選択し、 追問に回齔

平成27年度補正事業には応募していない
@ 年度補正事業に 「単独申請」 で応募している
ヰ@の場合、 以下のいずれか該当する方に〇を付し

【平成27 年度補正事業の農



' 業は不採択となり、
(3) ( )【平成 27年度補正事業の "

   

( )
】

今回との重複申請はできないため、
て く だ ' `

( ) 【平成 27年度補正事業の " '・

'

` *応募された申請の変更
*なお、 共同申請の取り下げは、 押印を した

を補助金事務局に提出
取り下けとなりません。

(2) ( ) --

業は不採択となり、 ~

(3) (~ 【平成 27 年度補正事業の ・' ・

     

し、

*なお、 共同申請の採択辞退は、 押印を した
の書面

~

 

( )
( 〉

  

か査か
(D ( )

( )
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現在は今回の応募のみとなっている

@ 平成27年度捕正事業に 「共同申謂J のー員として応募してぃる
【代表事鶏名 〟

尋@の場合、 以下のいずれか該当する方に〇を付し
さい。

<1) ニ'= き葦 =

業ヘの応墓 (共同申識 は取り下げ、 今回の応募のみとする
(参画事業者の離脱) はできません。

共同申請者全員が記名、
連名の譬面 伸請取り下げ書) しない限り、

【平成27年度補正事業の 嬲} と

現在は今回の応募のみとなっている
宣' 彙 5F

贔'鐘 今回の応募のみと

` *応募・採択された申請の変更 (参画事業者の離脱) はできません'
共同申請者全員が記名、

連名 (採択朧書) を補助金事務局に提出しない限り、 取り
下げとなりません〝

皿の〟丶ずれか一っを`
(D 骸当 しない
@ 該当する *該当ずる事業の場合は対象外となり、 申請できません。

壺 檎P・58塗考量」) に睦当士る
gQ, @のいずれか一っを選択2

該当 しない 〝

@ 該当する *該当する事業者は対象外のため、 申請できません。



 

ー・

 

2'

 

3. 自社ゃ自社の提供する商品 ・ サービスの強み

 

4.

 

 

 

・

・
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`_企業概要

凵客ニ一ズと市場の向

経営方針' 目標と今後のプラン

※経営計面攫の作成にぁたっては商エ会と相鎌し、 助言 指導を得ながら進めろことができまず・

※全ての欄が必須肥入でず。 欄が足りな~ゞ撮合は適宜、 行数 ページ数を勤Dできます。

※記入例は公募要頷P・26参照



(様式3一ー :単独ー事業者による申請の場合)

ー'

ー'

 

 

2ー

 

3. (生産性向上) の取組内容
P.

 

4.
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補助事業計画警
名称ニ

補助事業の内容
補助事業で行う事業名 【必須配入】 く30文字以内で配入すること)

販路開拓等の取組内容 【必須配入】 假路開拓等の取り組み内容を配入すること)

業務効率化 磁当者のみ必須配入】

*公寡要領 38 に骸当する取り組みを行う瘍合は本欄に配入します。 特になければ本欄は空欄のままご捉出<ださい。

補助事業の効果 【必須紀入】

※採択時に、 「藁業者名称」 おょび 「補助嚢業で行う事業名」 等がー般公表されます。

※楓が足り ない揖合は適宜、 行数- ページ魏を追加てきまず縄



2. 経費明細表
: 円)

 

内容ー必要理由 (単価X
回数)

 

 

 

 

 

 

(1)
 

 

(2) (ー) 2/3
  

 

から だ

・

※ (2) O 0万円` 0 0万円:

資金調達方法
<2.

 

区分 く円) 区分 金 額
(円)

 

I. 自己資金 '2一ー' 自己資金
 

2.

金 (※ー)
 

らの借入金
 

2—3. その他

  

 

4. その他
 

5.合計額
(※2)

    

 

※ー 2. (2)
※2 2' (ー)

※3

(1. から3.
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【必須配入】

(単位
経費区分 経賽内訳 補助対象経費

(税抜・税込)

補助対象経費合計
補助金交付申請額 X檎助率 以内 (円未溝切拾て)

※経費区分には、 「の機械装置等費」 「@外注寶」 までの各寶目 を記入してく さい繍

※補助対象経賽の消費税 (税抜 税込) 区分にっいては、 公募要領P〟60 参照のニと。

の上限は、 熊本県または大分県の事業者は2 それ以外の県の事莱者はー

3〝 【必須記入】

<補助対象経費の調達一覧> 補助金相当額の手当方法>(※3)
金額 資金

調達先
資金
調達先

持続化補助 2一2・金融機関
からの借入金

3'金融機関か

捕助金額は、 経費明細表 補助金交付申讀頷と一致させるニと=

合計額は、 經賽明細表 補助対象経費合計と一致させるこ とっ

補助事業が終了してからの精算となりますので、 その間の資金の調達方法について、 ご記入ください〟 〟

の各項目にっぃて記載内容が多い場合は、 適宜、 行数'ぺージ数を勤ロでき
ます。〉



 

(様式3ー2

代表事業者名称:

1.
 

 

2. 販路開拓等の取組内容

 

3. (生産性向上) の取組内容

 

4.

(ー〉 共同で事業を実施する必要性

(2) 共同事業における参画小規模事業者の役割'取組 (全ての参画事業者について記
入し、

 

5.

 

 

 

ー6

:複数事業者による共同申請の場合)

補助事業計画書

補助事業の内容
ー' 補助事業で行う事業名 【必須配入】 く30文字以内で妃入すること)

【必須配入】

業務効率化 熾当者のみ必須肥入】
*公寡藝領 Pー3Bに咳当する取り組みを行う墳合は本欄に醒入します。 特になければ本欄は空欄のままご提出ください。

共同事業について 【必須配入】

体制図も記載すること)

補助事業の効果 【必須配入】

※採択時に、 「事莱者名称J および 「補助事業て行う裏業名」 等がー股公表されます縄

※欄が足りない揚合は適宜` 行数' べ一ジ数を追加できます〝



 

2' 経費明細表
作成して ください。

】 (単位: 円)
 

経賛区分 内容 ' 必要理由 (単価X回数〉

 

 

  

 

 

  

から
 

【参画事業者名称 (ー者目) : 】 (単位: 円)
内容- 必要理由 (単価X回数〉

〈税抜)

 

 

 

 

 

 

から

 

 

  

(単位: 円)

代表事業者名称:

 

 

 

参画事業者名称
(ー者目):

 

 

 

 

合

ください"

記入してく

O 0

(2 0 十 (ー 0

*ただし、 000万円まで)

全ての
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【必須配入】

<個別の経費明細表〉※共同申蹟の傷合は事業者ごとに、
【代表事業者名称ニ

経費内訳 補助対象経費
(税抜)

補助対象経費小計薫
※経費区分には、 「の機械装置等費」 「@外注費」 まての各費且を記入して ください=

経費区分 経賽内訳 補助対象経費

補助対象経費小計額
※3者以上の共同申讀てあれぱ、 適宜、 参画事業者の経費明細表を追加し記入してください〝

※経費区分には、 「の機械装置等賽」 「@外注費」 までの各費目を記入してください縄

〈経費明細総括表>
事業者名 補助対象経費小計額 補助金交付申請額

計
A ※3者以上の共同申讀でぁれぱ、 適宜` 経費明細総括表の行数を増やして記入してください〝

※各事業者の経費明細表の補助対象経賽合計と一致するょぅに記載して

※本事業全体の經賽支出を記載してくださ几

※各事業者の補助金交け申講額は` 補助対象経費小計額の3分の2以内 (円未溝切捨て) です。

※経費明紬総括表に記載する補助金交付申講額の合計額は、 以下の条件を確認のうえ、 ださい〝

の熊本県または大分県の事業者は上限2 0万円、 それ以外の県の事莱者は上限ー 。万円〟

@複数の小規模事業者による共同実施の場合は、

。万円X熊本県・ 大分県の小規槙事業者数) 0万円Xそれ以外の県の小規模事業者数)

最高ー, 000'万円まて …眞本県一大分県の小規模事業者をー者以上含む場合は2'

〝※補助対象経費合計額の3分の2が、 当骸共同申謂全体の補助上限額を超ぇる場合、 各事業者の補助金交付申請額は、

事業者の補助率が同じになるように、 各事業者の補助対象軽費小計額に応じて、 按分して寛出します。



 

【代表事業者名称: 】

<2.
 

(円)
調達先 (円) 調達先

 

' '2一ー. 自己資金
 

金 (※ー) からの借入金
 

2一3ーその他

らの借入金
  

 

 

 

4.その他
 

5.

(※2)
 

 

  

 

【参画事業者名称 (ー者目) : 】

<2.
 

(円)
調達先 (円) 調達先

 

I. '2ーーー 自己資金
 

金 〈※ー) からの借入金
 

2一3ーその他
らの借入金

 

 

 

 

 

4. その他
 

 

5'

(※2)
  

 

 

※ー

※2
※3

2・

と。

(1. から3ー 適宜、
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3】 資金調達方法 【必須配入】

<補助対象経費の調達一覧> 補助金相当額の手当方法>(※3)
区分 金額 資金 区分 金 額 資金

ー】 自己資金
2.持続化補助 2一2・金融機関

&金融機関か

合計額

く補助対象経費の調達一覧> 補助金相当額の手当方法>(※3)
区分 金額 資金 区分 金 額 資金

自己資金
2'持続化補助 2一2・金融機関

&金融機関か

合計額

※4

補助金頷は、 経費明紬表 「補助金交付申讀額」 と一致させるニ と=

合計額は、 2〝 経寶明細表 「補助対象経賽小計額」 と一致させる二

補助事業が終了してからの糟翼となりまずので、 その問の資金の調達方法にっいて、 ご記入ください繍

共同申謂の場合は補助事業者ごとに作成してください。 3者以上の共同申請であれぱ、 適宜、 資金調達方法の表を増
ゃして記入してください。

の各項目にっぃて記載内容が多い揚合は、 行数・ぺージ数を追ヵロでき
ます。)



(様式4)

記入日 :平成28年 月 日

全国商工会連合会 会長 殿

商工会名 : 印

:

平成2 被災地域販路開拓支援事業

者が採択を受けた場合、 補助事業の取り組みに際し、

 

:
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支援担当者(確認者)所属・氏名

8年度熊本地震復旧等予備費
小規模事業者持続化補助金に係る事業支援計画害

小規模事業者持続化補助金における補助金への応募を下記の者が行うに当たり、当該応募
実行支援を行います。

言己

支援対象事業者 (事業者名称)



.- ・交付要綱様式第ー)
記入日 月 ・ 日

全国商工会連合会 会長 殿

郵便番号
住 所
名 称

平成2

いて、

(注) 2、- 5、 _6 ご記入くださぃ

記

・

2. 日 (最長で平成 28年ー2月 3ー 曰まで)
~平成 年 月 日

3.
交付要綱別紙ー)

4・ 補助金交付申請額
(公募要領様式3 ・

5`・

(ー) あり / (2) なし

* 「(ー) ぁり」

6・

(ー) 課税事業者 (2) 免税事業者 / (3)

60 )
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(公募要領様式5
:平成28年~

代表者の役鵬・氏名 印`
※共同申請の齢は達名で事業者名称等の記入ゃ押印をおーぃしまず。

8年度熊本地震復旧等予備責 被災地域販路開拓支援事業
小規模事業者持続化補助金交付申請書

小規模事業者持続化補助金交付要綱第6条第ー項の規定に基づき、上記補助金の交付にっ
別記のとおり申請します。

のみ漏れなく

'}
' 補助事業の目的おょび内容 ^

〈公募要領様式3 ・交付要續別紙U 補助事業計画者のとおり

補助事業の開始日おょび完了予定
交付決定日 (*第ー沈受付締切分は公募閲始田

補助対象経費
く公募要領様式3 補助事業計画書のとおり

〟

交付要綱別紙ー) 補助事業計画書のとおり

補助事業に関して生ずる収入金に関する事項 (該当するものに〇)

の場合は以下に該当事項をご記入くたさい。 朧細幽瀑要領丑 m参照)
該当事項:

消費税の適用に関する事項 (該当するもの~っに〇)/ 簡易課税事業者
*消費税の区分にょって、 補助対省費の算定方法か異なります。 詳細は公募要領P- 60参照。
*複数事業者にょる共同申請の揚合には、税抜算定となりますので、選択不要です。 (詳細しま公募要餌P- 参照。



(様式6)
_ _ 記入日 :平成28年 月 日

全国商工会連合会 会長 殿
住 所
名

印'

 

にょり

は、

また、 の っ

さい。

ょ
 

 

 

2・補助事業における当該車両の具体的な使用内容

 

 

に、 (*採択を受けた後、
更しょ う

 

 

:
 

 

 

 

21

称
代表者の役職・氏名

※共同申謂の揚合は代表事業者にっいて記入
* *

車両入の理由書

公募要領E 45の 「車両驚入賽J 自動車等車両を購入して販路開拓の取り組みを行おぅ とずる揚合に
以下の項目に具体的に記入のうぇ、 本紙を申謂時に添付してくたさぃ
様式3 「補助事業計画審」 「経費朋細薔土に、 必ず驚入しょ とする自動車等車両を計上してくだ

(申請時の本紙の提出および 「経費朋細薔」 ヘの計上がなぃ揚合、 採択・ 交付決定後の変更承認手続に
り事後に補助対象経賽に加ぇることはできません。

ー-補助事業の遂行にぁたって車両の驚入が必要不可欠な理申

車両を入したい場合には、 下欄に縄入を予定している車のメーカ「名・車種等を記載ずるととも
当該車両の見積書ぁるいはヵタ ログ等を添付すること 入する車種を変

とする場合は、 必ず事前に補助金事務局にご相談ください、 事前相談なく見積審等と異な
る車を驚入した揚合には、 補助対象外となります。)

ーメ一ヵ一名=

ー輔



 

(様式ー一ー

     記入 日 : 15 H

全国商工会連合会 会長 殿

郵便番号
住 所

代表者の役職' 印
電話番号 XX——XXXX—XXXX

I

平成2
小規模事業者持続化補助金に係る申請書

平成2
補助金の交付を受けたいので、
申請書類の記載内容は真正であり、 当社は、 小規模事業者持続化補助金の交付を受

ける者と して、 公募要領に定める して不適
当な者」
により、 し立てません。
また、 公募要領に記載された を確認し、 その

・ 経営計画書 (様式2)
' 補助事業計画書 (様式3)
・ (様式4)
・ 補助金交付申請書 (様式5) し、

・

'

(第一表、 第二表、 または
開業届
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(様式ー) 記戴の例おょぴ記戴する内容の説明です。

:単独ー事業者による申請の場合)

応募讐類 式を申講者か送什する日をニ記入くたさい91114?" f 中
一」*ーニ*ニ-…ニ “ニ… 平成勿芋6互

ぇ死‡一水來籾

〇〇娼〇〇旋〇〇町〇一〇一〇 囗囗と`ンレz階
名 称 蕨式会社〇〇

氏名 /f表収締役 持続/左太郎
〝“ , ニ~ 一~A ' “5 -_:: __ 7 if ‘ 「 ;:>2_~_‘77 7 [ー ブ二〉

摯代表者印 (な'ナれぽ代表者の個人印) を押印してくたさい」
M_

8年度熊本地震復旧等予備費 被災地域販路開拓支援事業

8年度熊本地震復旧等予備費 被災地域販路開拓支援事業 小規模事業者持続化
下記の書類を添ぇて申請します〟

かっ、

「小規模事業者持続化補助金の交付を受ける者と
のいずれにも該当しません。 この誓約が虚偽であり、 またはこの誓約に反したこと
当方が不利益を被ることになっても、 異議はー切申
申請にあたっては、 「重要事項」 (P'4~5)

内容を十分に理解しています。
A 言己

事業支援計画書 *依頼に基づき、 地域の商工会が作成します。
*補助金事務局でお預かり 採択決定後に正式受理します。

その他必要書類

〇法人の揚合
貸借対照表および損益計算書 (直近ー期分)
現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書

〇個人事業主の場合
'直近の確定申告書 収支内訳書または所得税青色申告決算書)



 

 

く様式2〉
(様式2)

経営計画書

名称 (商号または屋号) 株式会社〇〇
法人番号 (ー3 桁) ※ー ー234567890ー23

・ 業種番号
7 6 業種名称 飲食店

「。人」
2

50。万円 (和暦) 昭和6 。年4月

じぞくか たろう

(〒ー23一4567)
〇〇県〇〇市〇〇町〇一〇一〇 囗囗ビルー階

電話番号 XX一XXXX一XXXX XXX一XXXX一XXXX

FAX 番号 E一mai ー ア ド レス XXXXX@XXX' no. jp
' ・ 全て

当者」 原則、

※ー 「ない マィナンバー (ー2

※2

※3 (ー) 【2】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I.
の ( ) 0 0万円】

( O )

00万円】

lI.
( )

( )

記載の例おょび記載する内容の説明です。

MM
く応募者の概要>

(ふりがな) かぶしきかいしゃ〇〇

主たる業種※2 (2桁俳3桁) '

常時使用する *常時使用する従業員がいなければ、 と記入してください。

従業貫数※3 人 *従業員数が小規模事業者の定義を超ぇる場合は申請できません〔

資本金額 = 』暉人藁襲者なら配戴不動 創業・股ュ年月

くふりがな)

氏名 持続化 太郎

住所
携帯電話番号

XXーXXXX一XXXX

(全国商工会連合会 補助金事務局 商工会からの書類の送付ゃ必要耆類の提出依頼等の電話- メール運絡は、 「運絡担

(共同申讀の揚合は、 代表事業者の連絡担当者) 宛てに行いまず。 補助金の申讀内容や実續報告時の提出蓄類の内

容にっいて、 責任をもって説明できる方を記載してください: 電話番号または携帯電話番号は必ず記入をお願し`します。 FAX

番号・E一m=iー ァドレスも極力記入してください〟)

法人の場合は、 法人番号を記載して〈ださい〟 個人事業主は と明記してく ださい〝 (個人番号

桁)) は記載しないで<ださい

公募要領PjG記戴の 「業種分類」 に基づいて、 主たる業種の番号 (2桁)、 業種名称をご記入<ださい。 (「墓積全菫」

に小分類 く3桁) ヵ(魎されている業糧にっいては3桁まで番号を醒入し、 業糧名称をご記入ください“)

公募要領P. 35の2 …の常時使用ずる従業員数の考え方をご参照のうぇ` ご記入ください縄 なお、 常時

使用ずる従業員に含めるか否かの判断に迷った場合は、 地城の商工会に ご相談いただけます縄

(従業員数が公募要領Pー 34 記載の 「小規模事業者の定義」 を満たす事業者のみ申謙できます。)

役職 代表取締役

嘩
鵬
描
談
臓

【今回公募の対象者でぁることの確認項目】 ※全ての申詰者が必須回答です。
所在する地城 (@、 @のいずれか一っを選択)

熊本県または大分県 【補助上限額2
@ 福岡県'佐賀県・長崎県・宮崎県'鹿児島県のいずれか

【補助上疇良額ー

E1511150“)éfiQKiflfiwfimwb‘fhfl—083flb, 追問に回齔
の Efiwfifiébb

—>(a) 被災した事業者であることを証する公的書類 (罹災証明書
等)ぁり 瑯公的書類を本紙に肺のこと (写しでも可)
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〈 ) 被災した事業者であるこ

 

"・ を記入し、

 

*被災の状況が分かるょぅ、 できるだけ具体的にご記入ください。
 

 

 

( O )

( )

ト保証4号にかかる地元市町村発行の 「認定書」 等) あり

( O )

` -
 

 

 

と】

う、

ど、 だ さい。

当店は、 従来、 土日の客の8割を客単価の高い観光客が占め、 売上全体の6~7
震災発生後、 土日の来

平成27年 ー2月

に、 近隣の競合店が開業して以来、 平日の地元客の来店数が減り、 前年比2割程度
の売上減が続いていたが、
を受け、 本年5月の売 300 万円と、 前年同月 (500 万円) の4割減にまで落
ち込んでいる。

 

 

 

 

III. 平成 27 (平成 26

の ( O )

( ) 平成 27
今回との重複申請はできないため、

てください
(1) (

  

 

) 【平成27 27 =

(2) (

 

髑(b) とを証する公的書類なし
i」 自社の事業用資産か被災を受け

たことがゎかる証拠写真を添付のこと (不Lの二合は対象外)

被災状況欄 【上記の一(b)に核当する墳合は、 必ず記入のこと (写真耐が必須)】

の 直接の微はないが、 売上減の間接被害ぁり
髑(c) 熊本地震による売上減を証する公的書類 (セーフティネッ

*当該公的書類を本紙に湘のこと (写しでも可)
髑〈d) 熊本地震による売上減を証する公的書類なし

= … 山」 に記入のこと (不〔邸のー合は対象外)

聞接被害状況欄 【上記@一佃に該当する場合ば 必ず記入のこ
*熊糊農にょる売上減の状況が分かるょ 月間売上額の前年同月 との比較な

できるだけ数値を用いて其体的にご記入く

割が観光客によるものであった。 県内の観光需要が低下し、
店客数にも影響が出始めており、 それが売上減にっながっている。

A
さらに今般の震災による観光客数の減少のダブルパンチ

ヒ額は

年度補正 「小規模事業軸化補助金」 28年2月 日公募開始)
にも応寡しているか否か (@~@のいずれかーっを選択し、 追問に回答)

平成27年度補正事業には応寡してぃなぃ
の 年度補正事業に 「単独申請」 で応募してぃる
韓@の場合、 以下のいずれか該当する方に〇を付し

年度補正事業のの応募の場合】 7; 髑 縄



業は不採択となり、
27 = ・

 

( ) 平成 27 の一員と

(1) (

 

共同申請の取り下げは、 押印を した

取り下げとなりません。
(2) ( ) 【平成27年度補正事業の --

 

業は不採択となり、
(3) ( )【平成 27 一

  

 

*応募 はできません。
共同申請の採択辞退は、 共同申請者全員が 押印を した

取り
'

 

0
〉 な

 

)

否か
(

(

か
(D
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現在は今回の応募のみとなっている
(3)ニ( ー・縄芋の応募の場合】 ”ヨ〝

〝 の 年度補正事業に 「共同申謂」 して応募してぃる
【代麦事鶏名ニ l

一@の場合 今回との重複申請はできないため、 以下のいずれか該当する方に〇を付し
てくださぃ3

*応募された申請の変更 (参画事業者の離脱) はできません。
*なお、 共同東請者全員か記名、
連名の書面 (申請取り下げ書) を補助金事務局に提出しない限り、

現在は今回の応募のみとなってぃる
〝 年度補正事業の

採択された申請の変吏 (参画事業者の離脱)
*なお、 疆名
連名の書面 (採択辞退書) を補助金事務局に提出しない限り、
下げとなりません。

幽ユ〟@のぃずれヵゝ一っを選択)
CD( )該当しない 〝

®( 該当する *該当ずる事業の場合は対象外と り`、`申請できません。

縄 嬲葦P・關 「参麹D am
0 )該当しない

該当する *該当する事業者は対象外のため、 申請できません。

(@、 @の7鬱れか一っを選択2

®



 

 

企業概要
昭和 6。

週6 日 ーー:。。~23ニ00営業 (水曜休業)
調理場ー人、 接客2人 (3人がシフ 卜制)

 

利益総額の大きい商品
ー位 〇万円 〇万円
2 位 たき 〇万円 地鶏刺身 〇万円
3位 〇万円 〇万円
4位 〇万円 〇万円
5位 〇万円 〇万円
売上全体の 3 割は、 周辺に立地する企業の従業員が訪れるランチ (単価平均 1,000

円)、 円)、 残り 5割が
(単価平均 3, 500 円)

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

  

2'

平日 と週末では客層が大きく異なる。
平曰のランチでは、 近隣のオフィス街からのサラ

様が多い。 一方週末のランチでは丶 当店自慢の

が、 とアルコ一ル類

平成 27 年 ー2 月に約 500m 先にチェーン店の 「焼き鳥A」 が開業して以来、 売上が 2

割低下し、 地元客の来店が遠のいている。 また、 県内

 

 

 

 

 

3. 自社や自社の提供する商品 'サービスの強み
当店は、 地元生産者3先と直接契約を結び、 直接仕入を行っていることから、

平
成20年には雑誌〇〇に と

最近立地した 「焼き烏A」 と比較すると、
く高いが、 当店自慢の は、

くいることから、
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ー】

年設立。 〇〇県の観光施設〇〇に隣接する地鶏料理専門店。
座席数は25。

板場2人、
売上総額の大きぃ商品

もも炭火焼 ァルコール類
地鶏た
ァルコ一ル類 地鶏たたき
地鶏刺身 もも炭火焼
もも燻製焼 もも燻製焼

残りの7割のうち約2割が5人以上による宴会 (単価平均4'5伽
4人以下の少人数による夕食 が占める。

※どのょぅな製品ゃサーピスを離しているかお賽きください〝 また充上が多い商
品・サーピス、 利益を上げてぃる商品・サーピスをそれぞれ其体的にお讐き<ださ
ぃ。

顧客ニ一ズと市場の動向
当店は観光施設に隣接していることから、

竄光施設の従業員が中心であるが、
リーマン客も来店して下さ り丶手頃な価格で提供出来るランチコースを注文されるお客

県内外の竄光客が中心であり、 「‡也鶏も

も炭火焼」 や地鶏刺身等を注文されることが多いため、 比較的客単価も高い。
平日の夕食・宴会にっいては丶 近隣のオフイス街に勤めるサラリーマンが中心である
土日にっいては8割が観光客でぁることから、 「地鶏もも炭火焼」

を共に注文するお客様が6割を占める。

先般発生した地震の影響により`
の観光需要が低下し、 土曰の来店客数にも影響が出始めている。
※お離鮪賽者、 取引先)が求めてぃる商品・サービスがどのょ_ぅなものか、 また自
社ヵ翼鮒る商品 -“B‘—Exlcxfiéfififih’tbOfiE‘Wfifikafigfimfiuix
ど充上を左右ずる豪境にっぃて、 過去から将来の見通しを含めお賽きください。

朝獲れ
で高鮮度の地鶏肉を使用した料理が提供できる。 その質'味にっいては評価が高く、

一〇〇県の名店m。選J して取り上げられたこともある。
炭火焼…0 グラム辺りの平均単価は2倍近

「士也鶏もも炭火焼」 県外からもわざわざ足を運ぶお客様も多
味・質 'サ一ビスは高い評価を得ているものと考えている。

※自社ゃ自社の商品'サービスが他社に比べて卸てぃると思ゎれる点、廣客に朧
されている点をぉ賽きくださ~%



 

 

4'

そのために、
「焼き鳥A」 との差別化、

また当店自慢の
焼」 して販売

8月中に首都圏で開催される九州フ
ェアに出展し、 改善

9 ト販売、 県内アンテナショ
を開始する予定。

 

  

 

 

 

'

27

経営方針' 目標と今後のプラン
競合店の出店に伴い滅少した地元客を取り戻し、 地憂の鬱賽が回攫するでぁろぅ次

の観光シ一ズンに向けて、 当店自債の 「地鷹もも炭火焼」 の魅ヵを、 今までとは鼻なる
祝点から多くの人に伝えたい。 以下の計画を実行する。

沈期観光シーズンでの来店客獲得に向け丶 地鶏料理の美味
しさを最大限に引き出す地元ワイ ンの提供を開始する。 「地鶏もも炭火
を味'鮮度が最高な状態で瞬問冷凍'真空保存し、 新たな地元の土産品と

展開する。
まず、 本年7月中に冷凍真空パック商品を考案、

冷凍真空パック商品を提供し、 バイャー及び消費者の反応を調査。
点等を踏まえ 月よりネッ ップにおいて土産品での取扱い

※L ~3・ でお賽きになったことを踏まぇ、 今後どのょぅな経誉方蝦目欟をぉ持
'ちか、 可能な限り其体的にお賽きください。 また、 方針・ 目橿を絨ずるためにど
のょぅなプラン (時期と其体的行戴) をお持ちヵ端賽きください。

※経奮計画警の作成にあたっては商工会と相談し、 助言ー 指導を得ながら進めることができます。

※全ての欄が必須記入です〝 欄が足りない場合は適宜、 行数 ページ数を追加できます〕



(様式3ーー)

補助事業計画害

ー'

ー'

2' 販路開拓等の取組内容
o

当店自慢の
炭火焼」 を土産物商品と
また首都圏で開催される九州フェァヘ出展し、 バイヤー

されている展示会であることか
ら、

サービスをス
トさせるに当たって、

よう、

と

問を提供する。
何をどのょ ぅ う か、

3. (生産性向上) の取組内容
P.37

〇材料の高鮮度を維持し、 急速冷却冷凍装置を試験的

4.

の多くは、

ら、

であり、 ー ー5 万円程度の売上増加を
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記戴の例および記載する内容の説明です。

(様式3ーー :単独ー事業者にょる申請の場合)M
補助事業の内容
補助事業で行う事業名 【必須配入】 (30文字以内で紀入すること)

「地鶏X地元ワイン」 サービスと自社商品開発による顧客獲得事業
ー※本裏藁のタィ トルを簡酪にお賽きください・ ]

【必須記入】 価路開拓轟の取り組み内容を配入すること)

「地鶏X地元ワイン」 サーピスの開発 z 専門家の助言のもと、 地鶏料理の美味しさを
引き出す地元ワインを選定。 通常の地鶏料理だけでなく、 ワインに合った地鶏メニュー
を開発する。 また急速冷却冷凍装置と真空包装機を試験導入し、 「地鶏もも

して販売展開する。
冷凍真空バック商品を提供し、

及び消費者の反応を調査。 国内の飲食関係者から注目
得られた生声をもとに、 味'料'包装デザインを再度見直す。

〇当店舗の内外装は既に3。年以上が経過しており、 地鶏X地元ワイン」
ター 板場とお客様の距離を近づけ、 板場風景が演出の一貫となる

カウンター席増設をメインと した改装工事を行う他、 視覚的にも落ち着いた空問
を演出できる業務用ワインセラーを導入することで、お客様にゆったり した贅沢な時

※本寡藁で鵬む麟疆拓などの棚にっぃて、 aw??? 其体
的にお賽きください。 その際、 これまでの自社・他社の醐と異なる点、 創薫エ夫
した点、 瞰などを其体的にぉ賽きくださし`。
業務効率化 鵬当者のみ必須髄入】

*公募要領 に咳当する取り組みを行う傷合は本欄に配入します。 特になければ本橿は空欄のままご捉出< ださい〝

廃棄ロスを少しでも減らすため、
に導入し、 仕入原価の見直しに取り組む。
補助事業の効果 【必須記入】

「地鶏X地元ワイン」 サーピスは県内でも事例が少なく、 選定を考ぇている地元ワイン
知名度もあり人気が高いことから、 ワイン愛飲家からの集客が見込まれる。

また冷凍真空パック商品にっいても、 自宅で高品質の地鶏料理が味ゎえる手頃さか
観光土産と しての購買が期待できる。 なお隣接する観光施設が9月に再開する予定

観光客の来店も多いに期待できることから、 か月

図る。 新サービスの売上原価は7割と見積もり、 新事業の実施にあたって新たに約 ー4。

万円の初期投資 (補助対象経賛含む) が発生するが丶 3年程度で投資を回収したい。
※本寡業を行ぅことにょり、売上げ、取引などにどのょぅな効剰誓ぁるか可能な限り
其体的にお馨きください〝 その際、轢を行ぅことがその効果に緒ぴっく理由も併
せてお讐きください。

※採択時に、 「事業者名称」 おょび 「補助事業で行う事業名」 等が一股公表されます〟

※欄が足りなぃ場合は適宜、 行数・ ページ数を追加できまず〝



I]

'

'

以下の例にならい、

  

【`

`

l

 

 

業務用ワィ ンセラー
・

ー 台 ' 243,000 円
(概算)

225,000

 

®
' 新商品宣伝のため

1,000 ' 10,800 円
(概算)

100,000

 

展示会等 首都圏九州フェア出展
料 (3日間)

- 商品改良のため

129,600 円 (概算〉

120,000

 

首都圏九州フェァ出展
新幹線等を利用、
2 名 出張 (43,200 円)

40,000

 

ワイン用メニュー開発 108,000 円 (概算)
3kg 100,000

 

資料購入 7,560円
7,000

 

首都圏九州フェアのた

(ー

給料 60,000 円

(源泉所得税込) 60,000

 

140,400 円 (概算)
130,000

 

43,200 円 (概算) 40,000
 

ワイ

受ける

3時間Xーー,30。円
(税込) 円

※謝金単価の内規がな 31,388

 

専門家旅 同上
電車賃 16,200 円

15,000
 

54,000 円
50,000

 

 

 

518,400 円 480,000
 

(1) 1,398,388
 

 

(2) (1) 以内
 

932,258
  

から

・ "
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を、 の3分の2 と

H

!

藻 記載例ですので、 多数の経費区分を記載しています〝 実際に申謂される際は` 計上し {

髑 たい経費区分のみ記載してください= (経費明細表も審査項目のーっですのて、 補助対 )

離費の計上ゃ補助金計翼額の誤りがないょうご注童くださ~典)

〝~2寸〝経費~ー甘且細表 【必須配入】 ~

ぎ ざ

^ー[

-%1._ ゴ

) 経寶内訳'補助対象経費は F 昆]

` ^ r “ ブ一 ' ~~ rum で計上可能てず〟 〟

"区分名だけでな<丶 それぞれのg ^-区 ・

`

課税事業者は 「税抜」、 その他の方は rm f;

'

込」 を囲み、 対象經費を記入します。 共同 む

〝 事業の壌合には 「税抜」 で記入します〝
P'59の 【参考5】 消費税等仕入控除税額に 本

っいてもぁゎせてご確認ください。
管

{ -【 )

分名の前に経費区分番号 (の~@) も記入してください〟 に 経鱚丙訳 (単{茜憂 回数) プ補助齔盧謹賽 ブ

〈祠-税込)
@ 機械装置
等費 新サービス提供のた

め

新規購入
広報賽 チラシ制作賽 枚

®
出展費

A @旅費
のための旅費

〇駅韓A駅

® 開発賽
・試作品を開発するた
めの練習用の材料

地鶏
各種ワイン5銘柄

© 地元ワインに関する専
門書を購入

(2種類の本
をー冊ずっ購入)

の 雑役務費
めのァノレバイ〝 トスタッ
フ6名 曰2名)
急速冷却冷凍装置リー
ス費用
真空包装機リース費用

専門家謝 ン専門家から、地鶏
料理に合う地元ワイン
の選定及びメニュー開
発にっいて指導、助言を

=33,9。。

いため国の支出基準で
対応する。

の
賽

〇駅韓囗駅

® 委託費 首都圏九州フェァ時
ァンケート調査委託

® 外注賽 店舗改装費用
補助対象経費合計
補助金交付申請額 X補助率2/3 .- 〝ー

〝“ ブ ll

※経賽区分には、 「の機械装置等費」 「@外注費」 までの各費目を記入占…く/〟g/)〆〝 i:

※補助対象経賽の消賽税 (税抜 税込) 区分にっいては、 公募要領詔二 補助上限額に満たなL`額を申譚ずる撮合には、 「補助金交付申

it

5] 讀額」 「補助対象経費合計」 (円未満切捨) 昆

して正確に算出してください。 {



※ く2) 0 0万円、 O

3. 資金調達方法
<2.

 

区分 (円) 区分 資金調達
 

ー' 自己資金 66,130 '2一ー' 自己資金 332,258
 

932,258
の借入金

600,000

 

らの借入金
 

2一3ー その他

  

 

0
 

(※2)
  

1,398,388

   

※ー 2. ( 2)
※2 2. (ー)

※3

(1. から3' 適宜、

30

 

の上限は、 熊本県または大分県の事業者は2 それ以外の県の事業者はー 0万円〝

【必須記入】

<補助対象経費の調達一覧> 補助金相当額の手当方法〉(※3)
金額 資金調達先 金額(円)

金 (※ー)
2ー持続化補助 2一2ー金融機関から

3・金融機関か 400,000 〇〇信用金

4その他
5合計額

補助金額は、 経費明細表 補助金交付申講額と一致させること〟

合計額は、 経賽明細表 補助対象経費合計とー致させること縄

補助裏業が終了してからの精翼となり 主すので、 その問の誓金の調達方法にっいて、 ご記入〈ださい

の各項目にっいて記載内容が多い揚合は、 行数・ぺージ数を勤ロで
きます。)



く様式3一2〉 「2・ 「3' 資金調達方法」 の記入例
(2者共同で、 959' 999

2'
ください。

A株式会社】 (単位: 円)
内容 ー 経費内訳

(税抜)
・ @30X3。,。。。部 900,000

する新商品宣伝用
チラシポスティ ング 280,000

1,180,000
から

 

 

 

  

 

  

 

 

【参画事業者名称:有限会社B】 (単位: 円)
内容 - 必要理由

(税抜)
新商品宣伝用のホームべ 一式260,000円 260,000

260,000
ください、

から

 

 

  

 

 

 

 

 

(単位: 円)
事業者名
代表事業者名称ニ 1,180,000 786,666
A株式会社
参画事業者名称(ー者 260,000 173,333
目) :有限会社B

合 1,440,000 959,999

0 0万円` 0 0万円。

(2 O ' + (ー 0

*ただし、 000万円まで)

 

 

 

 

 

 

 

  

3ー

共同申請にぉける 経費明細表」
ー'440'000円の経費を計上し、 円の補助金の申講をする場合)

経費明細表 【必須配入】

<個別の経明細表〉※共同申蹟の瘍合は薫業者ごとに作成して
【代表事業者名称:
経費区分 必要理由 (単価X回数) 補助対象経費

@広報費 チラシ印刷費 共同開発

@雑役務費 70,。。。円X4名
補助対象経費小計額
※経費区分には、 「の機械装置等費J 「@外注賽」 までの各費目を記入してください。

経費区分 経費内訳(単価X回数) 補助対象経費

@広報費
ージ作成

補助対象経費小計額
※3者以上の共同申詰であれば、 適宜、 参画事業者の経費明細表を追加して記入して

※経費区分には、 「@機械装贋等賽」 「@外注費j までの各費目を記入してください=

<経費明細総括表>
補助対象経費小計薫 補助金交付申謂額

計
※3者以上の共同申請でぁれぱ、 適宜、 経費明細総括表の行数を増ゃして記入して<ださい〝

※各事業者の経費明細表の補助対象経費合計と一致するように記載してくださいc

※本事業全体の経賽支出を記載してくださハ

※各裏業者の補助金交付申讀額は、 鮠助対象経費小計額の3分の2以内 (円未蒲切捨て) です:

※経賽朋細総括表に記載ずる補助金交付申謂額の合計額は、 以下の条件を確認のうえ、 記入してください縄

の熊本県または大分県の事莱者は上限2 それ以外の県の事業者は上限ー

@複数の小規模事業者にょる共同実施の場合は、

0万円X熊本県 大分県の小規槙事業者数〉 0万円Xそれ以外の県の小規槙事業者数)

最髙L 000万円まで (熊本県'大分県の小規模事業者をー者以上含む揚合は2,

※補助対象掻費合計額の3分の2が、 当該共同申謂全体の補助上限額を超える場合、 各箏業者の補助金交付申讀額は、 全ての

事業者の補助率が同じになるように、 各裏業者の補助対象經費小計額に応じて` 按分して翼出しまず〝



 

3. 資金調達方法
A株式会社】

<2.
 

 

区分 金額 (円) 資金調達先 区分 金額 (円)
達先

 

 

l. 393,334 2一ー' 自己資金 786,666
 

 

金(※ー)
786,666

からの借入金
0

 

 

らの借入金
 

2一3'その他

  

 

 

4. その他 0
 

5.

(※2)
 

 

1,180,000

  

 

【参画事業者名称 (ー者目) : 有限会社B】
<2.

 

区分 金額 (円) 資金調達先
 

区分 金額 (円)
達先

 

I. 自己資金 0
 

2一ーー 0
 

金 (※ ー)

173,333
からの借入金

173,333
用金庫

 

らの借入金

 

 

2一3,その他

  

 

4,その他 0
 

5.

(※2)
 

 

260,000

 

 

 

※ー 2'
※2 2' と。

※3

(1. から3・ 適宜、
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【必須妃入】

【代表事業者名称ニ
く補助対象経費の調達一覧〉 補助金相当額の手当方法>(※3)

資金調

自己資金
2ー持続化補助 2一2'金融機関

3・金融機関か

合計額

<補助対象経費の調達一覧> 補助金相当額の手当方法>(※3)
資金調

自己資金
2〟持続化捕助 2一2'金融機関 〇〇信

&金融機関か 86,667 〇〇信用金

合計額

補助金額は、 経寶明細表 「補助金交付申請額」 と一致させること=

合計額は、 経費明細表 「補助対象径費小計額」 とー致させるこ

補助事業が終了してからの精算となりまずので、 その聞の誓金の調運方法にっいて、 ご記入ください〝

※4 共同申請の場合は補助事業者ごとに作成してください。 3者以上の共同申請でぁれぱ` 適宜、 賓金調達方法の表を増
ゃして記入してください。

の各項目にっぃて記載内容が多い揚合は、 行数・ぺージ数を勤ロでき
ます。)



(様式5)
.. ・交付要綱様式第ー)

・

会長 FE

郵便番号
住 所
名 称
代表者の役職・氏名 印

平成2 被災地域販路開拓支援事業

いて、

(注) 2、 5、 6のみ漏れなく ご記入ください

記
1.

・ 交付要綱別紙ー)

2・ (最長で平成 28年 ー2月 3ー 曰まで)
交付決定日

(公募要領様式3 交付要綱別紙ー) 一

2.

「ぁり」 (な

5'
な ぁり」

*
該当事項: っ I:

4' 補助金交付申請額
(公募要領様式3交付要綱別紙ー)

  

6-
ー 課税事業一 (2) 免税事業者 / (3)

33

記載の例および記載する内容の説明です。
〝"_〝 ` (公募要領様式5

E5531?»この警類を作成する日をニ記入くださ丑二主琴主 ニ= 記入日 ニ 47/5323芋5〝 15 15’

r '{{
昆 代表者印 (なけれは仕表者の偶人印) を押印して<たさい
L

全国商工会連合会

デ※水ズ一尤ズ籾 ヮ〝〝 /
〇〇娼〇〇庸〇〇町〇一〇 囗囗と~ンレz階 髑~〝』莞

蕨式会社〇〇
/f麦枚締役 芹続/と太郎

※共同申請の揚合は連名で事業者名称等の記入ゃ押印をお願し`します。

8年度熊本地震復旧等予備費
小規模事業者持続化補助金交付申請書

小規模事業者持続化補助金交付要綱第6条第ー項の規定に基づき、上記補助金の交付にっ
別記のとおり申請します。

補助事業の目的および内容
(公募要領様式3 補助事業計画書のとおり

補助事業の開始曰および完了予定日
(*第ー决受付締切分は公募開始田 ~平成28年ヱ 2互z 3日

補助対象経費 頁 ー本真彗董實二二0く「宣宣二収益納付にっいて」 を参照のうぇ

補助埠 〝 〝

補助事業と して取り組みたぃ内容の中に、 公募要領P.60 「参考

7 :収益納付にっいて」 の<補助金にょり直接収益が生じる (=
交付すべき補助金から減額ずる) ケースの例>に該当するよぅな

事例でぁれぱ、 に〇をっけ` 咳当内容を記載します〝

補助事~ て王する収入金に関するす ' ぃ麦合には嘘ぃ にCをっけまず“(Va (2) し 丿〝 3】 にCがっく取り組みを実施した場合には、 収益納付に

"遭〝寶髑~〝寶 …亘 咳当する事業を実施Lたものとなり、 補助金額が減頷されるニ

「あり」 の場合は以下に該当事項をニ‘EEJKOー昆ヵぁりま主レプ

輔財会き使 て糠入 ムた敲遊で空産ムた商加の液売 ょる琥丿舞

昆

補助種

消費税の適用に関する事項 (言亥当ずるもの一っに〇)

簡易課税事業者
*消費税の区分によって、 補助対象経費の算定が異なります。 (詳紬は公募要領P〟6。参照")

*複数事業者にょる共同申謂の揚合には、税抜翼定となりますので、選択不要です〟僻綱ま公募要領P30参照。)



II.-

1.

今般の平成2 して指定される規模の甚大な被害が生じた災害
でぁり、 観光業、 商業・ サーピス業、 製造業等の

こ う

実施し、

2.

(1) から (4) 九州地方
であること と

(ー ) 九州経済産業局管内 (福岡、 佐賀、 長崎、 大分、 宮崎、 鹿児島の各県) に所在
する、 平成2

【ー】 「平成2 について
平成2 もしくは、

(コピ一でも可) を必要と しますが、 公的証明の提出に代えて`
で

も可とします。

【2】 「小規模事業者」 について

でぁり、 0人以下 (卸売業` 小売業` サ一ピ
ス業 (宿泊業-娯楽業は除く) に属する事業を主たる事業と して営む者については5
人以下)

小規模事業者の支援に関する法律 ー号)

:
 

卸売業 ' 小売業 5人以下
 

サーピス業 (宿泊業 ・ 娯楽業以外) 5人以下
 

サービス業のぅち宿泊業 ・娯楽業 2 0人以下
 

製造業その他 2 0人以下
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本肇藁にっいて

翼藁の目的

8年熊本地震は、激甚災害と
熊本県内に限らず九州地方全域におし丶て、

小規模事業者が、 顧客や販路の喪失という状況に直面しています。
した小規模事業者の販路開拓を支援するため、九州地方全域を対象とする本補助金を
持続的な経営に向けた経営計画に基づく丶 小規模事業者の地道な販路開拓の取り組

みゃ、地道な販路開拓とぁわせて行う業務効率化(生産性向上)の取り組みを支援するため、
それに要する経費の一部を補助するものです。

檎助対彙 三

本事業の補助対象者は、 决の に掲げる要件をいずれも満たす、
に所在する小規模事業者 (単独または複数の小規模事業者) します。

熊本、
8年熊本地震の影響を受けた小規模事業者

8年熊本地震の影響を受けた事業者」
8年熊本地震により、 事業用資産が直接被災した、 売上減の間接

被害が生じた事業者でぁること。 円

※直接被災もし<は売上減の間接被害については、 それを証する公的証明の添付
申請賽類の所定

の欄への申請者自身による記述 (直接被災の場合は証拠写彙の添付を要する)

製造業その他の業種に属する事業を主たる事業と して営む商エ業者(会社およぴ個
人事業主) 常時使用する従業員の数が2

の事業者でぁること。
※上記に該当すれば、 業種は問いません。
※本事業の補助対象者となる小規模事業者の定義は` 商工会及び商工会議所にょる

(平成5年法律第5 第2条と同義です。

参考 小規模事業者の定義
常時使用する従業員の数
常時使用する従業員の数
常時使用する従業員の数
常時使用する従業員の数



小売業、 サービス業の業種分類は、
Pー56 を参照

ください。

うる者
・会社 ・ 医師
(株式会社、 合資会社、 ・ 歯科医師
合同会社、 または特例有限会社)

' ・ 組合
・ 一般社団法人
・ 一般財団法人
・ 医療法人
・ 宗教法人
' NP〇法人
・ 学校法人
・

・ 社会福祉法人
・

・任意団体 等

 

 

 

 

 

 

以下の方は
〈i)会社役員 (ただ し、 「常時使用する従業員」 に含まれま

専従者 (家族従業員) は に含

パー
日々雇い入れられる者、 または季

(ただし、
従業員」

「通常の従業員 (※ ー)」 の所定

※ー 「通常の従業員」

社会通念に従い、
判断される従業員と した待遇

賃金体系などを総合的に勘案して判断すること

例ぇぱ、 フルタイ
方をしている従業員がいれば、 その従業員が通常の従業員となり、 その従業員より所定
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(a)製造業その他の業種および卸売業、 日本標準産
業分類に基づきます。 本事業における各業種分類の範囲は、 「参考凵

(b)補助対象者の範囲は以下のとおりです。
補助対象となり 補助対象にならない者

合名会社、
'助産師

個人事業主

農事組合法人

申請時点で事業を行っていない創業予定者

(c〉本事業では、 「常時使用する従業員数」 に含めないものと します。
従業員との兼務役員は

す。)

(近)個人事業主本人 (なお、 「常時使用する従業員」
まれます。)

(迅)以下のいずれかの条件に該当する、 ト労働者等
(iii—1) 2か月以内の期問を定めて雇用される者、

節的業務に4か月以内の期問を定めて雇用される者
所定の期問を超えて引き続き雇用されている者は 「常時使用する
に含まれます。)

(迅ー2)所定労働時問が同一の事業所に雇用される
労働時問に比べて短い者

について
本事業における通常の従業員とは、 事業所において通常の従業員と

します。 労働契約の期問の定めがない、 長期雇用を前提と
を受ける賃金体系である等、 雇用形態、
になります。

事業所にいゎゆる正規型の従業員がし`ない場合、 ムの基幹的な働き



(ー

はパー トタィ ム労働者と
〝 '

パー 「ー の所

分の3以下」

る等の ^

大企業」 の定義は、 P.58 「参考2」

(2) んでいるこ と。

別途、

そちらに応募ください
※商工会会員、 応募可能です。

 

(3) - と。

 

(4) して不適当な
者」

法人等 が、 暴力団
(平成3年法律第 7 7号) 以下同

し。) でぁるとき、 または法人等の役員等
) の代表者をい~

、 う。 以下同し。 ) が、 暴力団員 以下同
し) でぁるとき ~

役員等が、 自己、
`

暴力団または暴力団員に対して、
な し、 も しく は関与しているとき

役員等が、 暴力団または暴力団員であることを知りながら、
`

ことを必須と
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労債時間が短ぃ従業員 日またはー週問の労債時間おょびーか月 の所定労債日数が、
通常の従業員の4分の3以下である) します。

Mai-z) トタイム労働者] に該当するのは` 日の労働時問おょぴーか月
定労働日数が4分の3以下」 が、 「ー週問の労働時間およびーか日 の所定労働日数が4

の場合に限りまず。

(d)小規模事業者のうち、 発行済み株式の総額の2分のー以上を同一の大企業が所有す
「みな し大企業」 に該当する事業者は、 補助対象者から除かれます。 「みなし

を〟参照ください。

ェ会の管地域内で事業
※商工会議所地区で事業を営んでし丶る小規模事業者は、 全国商工会連合会が実施する
本事業には応募できません。 同様の事業を日本商工会議所でも行っておりま
すので、

非会員を問わず、

本事葉ヘの応募の前提として、 持〟 計画を策定しているこ
伸謂書に記載していただきます。)

次ののから@に掲げる 「小規模事業者持続化補助金の交付を受ける者と
のいずれにも該当 しない者でぁること

'の 順人または法人をいう。) (暴力団員にょる不当な行為の防止等
に関ずる法律 第2条第2号に規定する暴力団をぃう。

(個人である場合はその者、 法人でぁる場合
は役員または支店もしくは営業所 (常時契約を締結する事務所をいう。

(同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。

@ 自社もし〈は第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を
加ぇる目的をもって、 暴力団または暴力団員を利用するなどしているとき

@ 役員等が、 資金等を供給し、 または便宜を供与する
と直接的あるぃは積極的に暴力団の維持、 運営に協力

@ これと社会的に非難され
るべき関係を有しているとき

※本箏業への申請に際しで「小規模事業者持続化補助金の交付を受ける者として不適当な者」
に該当しないことを申詰書の提出時に誓約いただく しますp



3.

(ー) から (3)
こと と なお、 (4)

(ー)
と。 ぁるいは、 (生産性向上) のための

 

  

- - 一

 

〝

また、

概ねー年以内に売上げにっながるこ (=早
と

 

〝

* (様式3)
P. 40

・

・ 新たな販促用チラシの作成、 送付
・新たな販促用PR ゥェプサイ
・新たな販促品の調達、 配布

・ 国内外の展示会 見本市への出展

く包装) のデザイ ン改良 して ・

使用

・ 国内外での商品PRイべントの実施
・ 助言
・ 出張販売

 

 

 

檎助対彙藁 “~

補助対象となる事業は、 决の に掲げる要件をぃずれも満たす事業である
します。 複数事業者による共同申請の場合には の要件も満たす事業でぁ

ることとします。

策定した 「経営計画」 に基づいて実施する、 地道な販路開拓等のための取組でぁるこ
販路開拓等の取組とぁわせて行う業務効率化

取組でぁること。

の地道な販路開拓等の取組にっいて

・本補助金事業は、 持続的な経営に向けた経営計画に基づく、 小規模事業者の地道な販
路開拓ゃ売上拡大の取り組みを支援するものてす。 旺一 == ニニ- {A.

・開拓する販路と して対象とすることができる市場の欟囲は、 日本国内に限らず海外市
場も含むことができるものと します。 消費者向け、 企業向け取引のいずれも対
象となります。

・本事業の完了後、 とが見込まれる事業活動
' 期に市揚取引の達成が見込まれる事業活動) します。

ー<補助対象となり得る販路開拓等の取組事例>
補助事業計画書 「2・販路開拓等の取組内容」 に記載ぃただく取組ィ メージでず。

*それぞれの取組の補助対象経費の詳細は、 F4. 補助対象経費」 をご覧ください。

新商品を陳列するための棚の驚入

(マスゴミ媒体での広告、 トでの広告)

'ネッ ト販売システムの構築
商談会ヘの参加

・新商叩の開発
・商叩ハッケージ (製作する場合、 事業期間中にサンプルと

しナ鍾に限ります。)
・新商品の開発にぁたって必要な図審の入
・新たな販促用チラシのポスティング

ブランディングの専門家から新商品開発に向けた指導、
移動販売、
・新商叩開発に伴ぅ成分分析の依頼
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・ 店舗改装 (小売店の陳列レイ ト改良、

 

 

(生産性向上) の取組にっいて

・本事業は、
~ せて行ぅ業務効率化(生産性向上)

業務効率化には、 「サーピス提供等プ
と 「ーT利活用」

 

 

(生産性向上)
* (様式3) 業務効率化 (生産性向上) に記載いたたく取組イ
メー

P. 40 「4・ ださい。

メージ】
・ 業務改善の専門家からの指導、

【「ー T利活用」 の取組事例ィメージ】

・新たにP。S

 

 

 

・上記のィ (生産性向上) (様 '

式3) 業務効率化 (生産性向上)

・ (生産性向上)
(「3 業務効率化 〈生産性向上) に記載

が無く (生産性向上) の取組による補助上限額の引
)

・ 「3. 業務効率化 (生産性向上) の取組内容」 販路開
(生産性向上)

・補助事業計画の 「3・ 業務
効率化 (生産性向上) の取組内容」 本補助金の趣旨に反し、 認められま

ご注意〈ださい。
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アゥ 飲食店の店舗改修を含む。)
※不傭産の入に該当するものは不可。

@業務効率化

地道な販路開拓等の取り組み'をする場合に対象となりますが、 販路開拓とぁゎ
の取り組みを行う場合には、業務効率化(生産性向上)

の取り組みにっいても、 補助対象事業となりますq
ロセスの改善」 がぁります。

<補助対象となり得る業務効率化 取組事例>
補助裏業計画薔 「3 の取組内容」

ジです。

*それぞれの取組の補助対象経費の詳細は、 補助対象経費」 をご覧く

【「サーピス提供等プロセスの改善」 の取組事例イ
助言にょる長時問労働の削減

・、従業員の作業導線の確保ゃ整理スぺースの導入のための店舗改装

・新たに倉庫管理システムのソフ トウェァをド界し、 配送業務を効率化する
'新たに労務管理システムのソフ トウェアを馴し、 人事` 給与管理業務を効率化する

レジソフ トゥェアを驚入し、 売上管理業務を効率化する
・新たに経理'会計ソフ 卜ウェアを購入し、 決算業務を効率化する

メージのよぅな新たな業務効率化 の取り組みを行う場合には、
補助事業計画審の 「3 の取組内容」 に取り組み内容を

簡潔にご記入ください。

本補助金における業務効率化 の取糸且ヘの補助は、 副沈的な支援ですので、
販路開拓等の取組に特化ぃただぃて の取組内容」

とも) 全く構ぃません。 (業務効率化
き上げはありません。

を記載して、 採択を受けた場合には、
拓等の取り組みに係る経費のほか、 業務効率化 の取り組みに係る経費にっ
ぃても、 定められた経費区分の範囲内で補助対象となります。~

「2'販路開拓等の取組内容」 に販路開拓等の内容の記載がなく、
の記載のみ'では、

せんので、



' 「生産性向上」 下記URLを参考にしてください。
ドライン」

URL

(2)

とは、 商工会の助言、 指導、

(3) 以下に該当する事業を行うものではないこと。

同一内容の事業にっいて、 (補助金、
と重複する事業

※持続化補助金では、 同一の補助事業 (取り組み) について、 重複して国の他の補助金
を受け取ることはできません。 他の補助金を受給してし丶るか受給予定の方は、 補助金

本事業の完了後、
例) 本事業の取り組みが直接販売の見

想定されていない事業

は善良の風俗を
ことが適当でないと認められ

俗営業

(4)
業であること。

39

にっいては、

参考:「中小サービス事業者の生産性向上のためのガィ (経済産業省丶・平成27年ー月〉
ご ht 凵)ニ//WWWー meli. g()〟 ip/pol icv/sorvicepol iCy/S。「ViC0」gUidGー ines. Dd「

商エ会の支援を受けながら取り組む事業であること。

「商工会の支援を受けながら取り組む」 融資斡旋等の支
援を受けながら事業を実施することです。

国 (独立行政法人等を含む) が助成する他の制度
委託賽等)

を受け取ることが可能か、 必ず、 双方の補助金事務局に、 予めご確認ください。

概ねー年以内に売上げにっながることが見込まれない事業
機械を導入して試作品開発を行うのみであり、
込みにっながらなし\

事業内容が射幸心をそそるおそれがあること、 または公の秩序もしく
害することとなるおそれがあるもの、公的な支援を行う
るもの
例)風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条におぃて規定する風

複数事業者による共同申請の場合には` 連携する全ての小規模事業者が関与する事



 

4.

(ー) ます。
 

の 使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費
の
の

*ただし、 に限り、 して、 公募開始日 (平成2 8年
3 ー 日) 【のの特例】

 

 

 

(2)
となります。 また、

ります。

 

'

の展示会等出展費、
の借料、

 

 

 

 

(3)

実際の事業取り組みが補助対象期問外で
あれば、

め、

(4)
が、 補

ー取引 1 。万円超 (税抜き) の支払は、
金支払いは認められません。
ク しが確認できる場合のみ

認められます。
ます。 分割払いにょり、

ボルピ

〈売掛金と

・ ポイ ント

(5) 電子商取引にっいて
上記 (ー)
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績助対彙軽費

補助対象となる経費は、 次のの~のの条件をすペて満たすものとなり

交付決定日以降に発生し対象期間中に支払が完了した経費
証拠資料等によって支払金額が確認できる経賛

第ー次受付締切分 (早期執行分) 特例と
5月 以降に発生した経費を遡って補助対象経費と して認めまず。

補助対象となる経費は次に掲げる経費であり` これ以外の経費は本事業の補助対象外
補助金の額は、 補助対象経費に補助率を乗じて得た額の合計額とな

経費'内容
の機械装置等賛、 の広報費、 の旅費
の開発費` の資料購入費` の雑役務費、 の専門家謝金
の専門家旅費、 の車両購入費` の委託費、 の外注費

補助対象となる経費について
補助対象となる経費は、 補助事業期問中に取り組んだことに係る支出に限られます。

補助事業期問中に発注ゃ支払等をしていても、
当該経費は補助対象にできませ从

なお、 被災した事業用資産を単に復旧または實換えるための賽用は、 本事業の対象でないた
補助対象経賽となりません=

経費の支払方法について
補助対象経費の支払方法は銀行振込が大原則です。 現金支払いも一部可能です

助金執行の適正性確保のため、 旅賽を除き、 現

レジッ トカードによる支払は補助対象期間中に引き落と
(購入品の引き取りが補助対象期問中でも、 口座からの引き落と しが補

助対象期問外であれば、 補助対象外経費となり 補助事業期間中
に支払が完了せず、 所有権が補助事業者に帰属しない物品購入も対象外です。 リ

ング払いの物品購入も対象外です。)

補助事業者から相手方ヘ資金の移動が確認できないため、 回し手形や相殺
買掛金の相殺等) による決済は認められません。
決済は法定通貨でお願いします。 クーポン ・金券・商品券の利用等は認め
られません。

インターネッ ト広告の配信等において電子商取引を行う場合でも、 ののと
おり 「証拠資料等にょって金額が確認できる経賽」 のみが対象となります。



取引相手先にょく確認し、 補助金で求められる、 見積、 発注、 納品、 検収、

請求、

取引相手先の都合等にょり、 発注した日が確
認できる取引画面を提出できない、

広告が確認できるイ
合には、

 

 

 

 

・

・従来 (平成2 7年度補正事業まで) と異なり、
設定はぁりませんが、 5 。万円

(通常は
取得日から 5年間) 担保提供、
が制限されるこ

全国商工会連合会は、 財産処分を承認した補
助事業者に対し、 当該承認に際し、 交付し

分を行う と、 ・

・ 汎用性がぁり (例 :

トゥェァ使用権を

入は補助対

  

按分等の方式に

生産販売拡大のための鍋・ォーブン・冷凍冷蔵庫、 新

ト、 ト等)、 rs. 業務効率化
(生産性向上) トゥェア

トゥェア (これらの支出
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仕様提示、
支払とし丶った流れで調達を行し丶、 適切な経理処理の証拠となる者類 (取引画面を”

印刷したもの等)を撃理・保存・提出ができることを把握してから取引をしてください。
実際に経賽支出を行っていたと しても、

補助対象経費と して計上する取引分の請求額が判明
する書類が提出できなぃ、 ンターネッ ト画面が取得できない等の場

補助対象にできません。

【各費目の脱明】
の機械装置等費

事業の遂行に必要な機械装置等の購入に要する経費

本事業を実施するにあたって必要な機械装凵等の入に要する経費が補助対象となりま
す。

通常の生産活債のナこめの設備投資の費用、単なる取替え更新の機械装置等の
象となりません。 r

補助対象経費と して認められる単価上限の
単価 (税抜き)以上の機械装L等の〝入は「処分制疇良財産」

に該当し 補助事業が完了し、 補助金の支払を受けた後であっても、 一定の期問
において処分 (補助事業目的外での使用 譲渡、 廃棄等)

とがあります。
処分制限期問内に当該財産を処分する場合には、必ず全国商エ会連合会ヘ承認を申請し、

承認を受けた後でなければ処分できません。
残存簿価等から算出される金額の返還のため、

た補助金の全部または一部に相当する金額を納付させることがあります。承認を得ずに処
交付要綱遠反により補助金交付取消 返還命令の対象となります。

中古叩ゃ、 目的外使用になり得るもの パソコン等) の鳶入費用は補助
対象外となります。
・契約期問が補助事業期間を越ぇるソフ
より算出された補助事業期間分のみとなりまず。

'

入ずる場合は、

【対象となる経費例】
高齢'者・乳幼児連れ家族の集客力向上のための高齢者向け椅子'ベビーチェア、 衛生向上ゃ
省スぺ一ス化のためのショーヶース、
たなサーピス提供のための製造・試作機械 (特殊印刷プリ ンター、 3Dプリ ンター含む)、
販路開拓等のための特定業務用ソフ トゥェア(精度の高い図面提案のための設計用3沈元C
ADソフ 販促活動実施に役立てるー客管理ンフ (補助事業計画

の取組内容しに記載した場合に限… 管理業務効率化のためのソフ

【対象とならない経費例】
自転車・文房具等の事務用品等の消耗品代・パソコン・事務用プリンター・複合機'・ タプレ
ツト端末・ ウェアラプル端末・電話機・家庭およびー般事務用ソフ



(目的
ているソフ トウェァの更新料、

`

仕入れ 単なる被災物件等の取替ぇ
(更新) 廃棄

 

パンフレノ ト'

 

  

単なる
サービス

・チラシ等配布物の入にっぃては、 しく は使用
_ _

のが 一

 

ウェブサィ DM 新聞 ィ ンターネ
ッ ト広告、 設置 試供品、 (例: 商品

' 一

商品・サーピスの宣伝広告を目的
~と トの作成・求人広告

(販促品 ・ チラシ・ DMを
ク

を参照ください。)、 金券・ 商品券、 チラシ等配布物のうち未配
布 ・未使用分、

 

 

 

 

・展示会出展の出展料等に加えて、
等は除く)

は、

*ただし、 に限り、 して、 (平成2
3 1 日)
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ほ全て汎用性が高いものとして対象外となります。)、 ・用途に関ゎらず) 既に導入し
(ある機械装膏等を商品と して販売する補助事業者が行う)

当該機械装ー等の杵入 (見本叩とずる場合でも不可)、
であって新たな販路開拓にっながらない機械装置等、 古い機械装置等の撤去

費用

の広報費
”71'31’51— チラシ等を作成するため、 およぴ広報媒体等を活用する

ために支払ゎれる経費

ー・補助事業計画に基づく商品・サーピスの広報を目的としたものが補助対象であり、
会社のPRゃ営業活動に活用される広報費は、 補助対象となりません。 (商品〝・

の名称も宣伝文句も付記されてぃないものは補助対象となりません。)
実際に酉己布も した数量分のみが補助対象経

賽となります。
〝補助事業期問中の広報活動に係る経費のみ補助対象にできます。 (補助事業期間中に経費
支出をしていても、 実際に広報がなされる (情報が伝達され消費者等に認知される)
補助事業期問終了後となる場合には補助対象となりません。

【対象となる経費例】
ト作成ゃ更新、 チラシ・ カタログの外注ゃ発送、 ”EEE
看板イ芋成 販促品 サーピスの宣伝広告が掲載された

ポヶットティッシュ等)

【対象とならない経費例】
商品・サーピスの宜伝広告の掲載がない販促品・試供品、
しない看板・名刺・会ネ土案内パンフレッ (単なる会社の営業活戴に活

用されるも'のとして対象外)、' 文房具等の事務用品等の消耗品代
自社で内製する等の場合でも、 ぺン類~ ジアファイル、 用紙代・ィンク代・封筒等の入
は対象外です。 詳細はP・47

補助事業期間外の広告の掲載ゃ配布物の配布、 フランチャイ ズ本部が作製す
る広告物の購入、 売上高ゃ販売数董等に応じて課金される経費

の展示会等出展費
新商品等を展示会等に出展または商談会に参加するために要する経費丿

関連する運搬費 (レンタカー代、 ガソ リ ン代、 駐車場代
・通訳料・欟訳料も補助対象となります。

'展示会等の出展にっいて 申込みは交付決定前でも構いませんが、 請求書の発行日ゃ出
展料等の支払日が交付決定日以前となる場合は補助対象となりません。

第ー决受付締切分 憚期執行分) 特例と 公募開始日 8年5月
以降に発生した経費を遡って補助対象経費と して認めまず。



し、

・

・選考会、 (〇〇賞) 等への参加 ・

だ
さい。

・ (文房具等の

・

 

等のための旅費
 

 

 

と

は、 P. 58 「参考3」 を参照ください。

' 丿 ン代、 レンタヵー代等といった公共交通機関以外
また、 グ丿ーン車

・出張報告の作成等にょり、
〝

当該
・ (実續報告の

' 〝

泊代、 ノ丶ス運賃、 ジ含
航空保険料、 出入国税

日当、 ン代、

パスポート取得料

 

ン`
改良、
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・販売のみを目的と 販路開拓に繋がらないものは補助対象となりません。
補助事業期間外に開催される展示会等の経費は補助対象となりません。

審査会 申込費用は補助対象となりません。'
・'海外展示会等の'出展費用の計上にぁたり外国語で記載の証拠書類等を実績報告時に提出
する場合には、 当該書類の記載内容を 日本語で要約・説明する書類もぁゎせてご提出く

く実績報告の際に提出する証拠書類の轟訳料は補助対象外です。)`
出展等にぁたり必要な機械装置等の縄入は、 @機械装H等に該当 します。

事務用品等の消耗品代は補助対象となりません。)
飲食ニ却を含んナミ商談会等参力ロの計上は補助対象となりませ从

@旅費
事業の遂行に必要な憤報収集 (単なる視察・ セミナ一研修等参加は除く) ゃ各種調

査を行ぅため、 および販路開拓 (展示会等の会場との往復を含む。)

'補助対象経費は国が定める旅費の支給基準にょり算出ずること します。 旅費の支給基準

・移動に要する経費にっぃては、 公共交通機関を用いた最も経済的および合理的な経路にょ
り算出された実費となります。
タクシー代、 ガソ 高速道路通行料金、
の利用による旅費は補助対象となりません。 ピジネスクラス等の特別
に付ヵロされた料金は補助対象となりません。

必要性が確認できるものが補助対象となりまず。 通常の営業活
訓こ要する経費とみなされる場合は対象外となります。

'海外旅費の計上にぁたり外国語で記載の証拠書類を実績報告時に提出する場合には、
書類の記載内容を日本語で要約 説明する書類もぁゎせてご提出ください。
際に提出する証拠書類の轟訳費用は補助対象外です。)

【対象となる経帥=
展示会への出展や、 新商品生産のために必要な原材料調達の調査等に係る、 宿泊施設ヘの宿

電車賃丶 新幹線料金 (指定席臂入含む)、 航空券代 (燃油サーチャー
む。〝エコノ ミークラス分の料金までが補助対象)、

【対象とならない経賽例】
国の支給基準の超過支出分、 自家用車等のガソ リ 駐車場代、 タクシー代、 グリ
ーン車・ ピジネスクラス等の付カロ料金分、 朝食付き ・温泉入浴付き宿泊プランにおける朝食
科金・入浴料‡目当分、 視察・セミナー等参加のための旅費、

@開発費
新商品の試作品ゃ包装ハノケ一ジの試作開発にともなう原材料、 設計 デザィ

製造、 加ェするために支払ゎれる経費

'仇する原材料等の数彙はサンプルと して使用する必要最小限にと どめ、 補助事業完了時



(任意様式) を作成し、 その受け
_

・販売を目的と 商品等の生産 (試作
)

 

`

新製品
`

入、 ンの外注、

 

文房具等の事務用品等の消耗品代、 (開発 試作でばなく)
デザィ ンの改

・ し) 実際
  

 

 

  

・取得単価 がー (例= ー冊99,999円 (税込) は
可、 (税込) は不可)

ー部 (ー冊) を限度と

 

 

'

ト代、
 

  

(例えぱ、 あるァルバィ
して計上した後、当該アルバイ して

には、

 

'
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には使い切ることを原則とします。補助事業完了時点での未使用残存品に相当する価格は、
補助対象となりません。
・原材料費を補助対象経賽と して計上する場合は、 受払簿
払いを明確にしておく必要がぁります。 〝

した製品、 調達に係る経費は補助対象外となります。
品の生産に必要な経費は対象となります。
・汎用性がぁり 目的外使用になり得るもののョ=}={'入賽は補助対象外となります。

【対象となる経費例】
商品の試作開発用の原材料の

業務システム開発の外注
新たな包装ハッケージに係るデザィ

【対象とならない経賽例】
実際に販売する商品を生産する

ための原材料の'ニ入、 試作開発用目的で寶入したが使い切らなかった材料分、
良等をしない既存の包装パッケージの印刷 年入、 (包装パッケージの開発が完了
に販売する商品 ・製品を包装するために印刷 ・驚入するパッケージ分

@資料薫入費
事業遂行に必要不可欠な図讐等を購入するために支払われる経費

(字肖費税込) 0万円未満のものに限ります。
ー冊ー00'000円

・薫入する部数 冊数はー種類にっき します。 (同し図書の複数購入
は対象外です。)

@雑役務彗
事業遂行に必要な業務'・事務を補助するために補助事業期間中に寶時的に雇い入れ
た者のアルバィ 派造労働者の派遺料 交通費として支払われる経費

・実績報告の際に、 作業日報ゃ労働契約書等の提出が必要となります。
・臨時雇い入れとみなされない場合 ト従業員への支払給料を雑役務
費と 卜従業員に‡土会保険を適用させ正規型の従業員と
雇い入れる場合等) 補助対象となりません。 通常業務に従事させるための雇ぃ入れ
も補助対象となりません。

@借料
事業遂行に直接必要な機器 設備'等のリ一ス料・ レンタル料と して支払われる経費

・借用のための見積書、 契約書等が確認できるもので、 本事業欝こ要する経凵のみとプょります
契約期問が補助事業期問を越ぇる場合は、按分等の方式にょり算出された補助事業期間分
のみとなります。



 

 

'

'

 

 

その金額

・謝金単価を内規等にょ り定めてぃない場合、
とと 謝金の支出基準はP・59の

`・

なお、

し、

ブラン 助言を受けるの
は、 販路開拓等の取り組みなので、 補助事業計画書の 「2. に記載

・ 5 s
rs. 業務効率化 (生産性向上) にその旨、

ます。

 

 

 

 

上記 参照

 

 

 

 

 

 

,・ 自動車等 (道路交通法第 84

・

・新車販売時の標準装備、 スヒーヵー 車内展示
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・自主事業なと補助事業以外にも使用するもの、 通常の生産活動のために使用するものは補
助対象外となりまず。
・事務所等に係る家賃は対象外です。 〝

・商品一サーピスPRィべントの会場を借りるための費用は、'「@借料」 に該当します。

@専門家謝金
事業の遂行に必要な指導・・助言を受けるために依頼した専門家等に謝礼と して支払
ゎれる経費

・商工会殲員を専門家等と して支出の対象にすることはできません。
・謝金の単価は、 補助事業者が定める規程等によりその単価の根拠が明確でぁり、
が社会通念上妥当なものでぁる必要がぁります。

国が定める謝金の支出基準にょ り支出するこ
〟 します。 「参考4」 を参照ください。
依頼する業務内容にっぃて事前に審面等を取り交ゎして、 明確にしなければなりません。

本事業への応募書類イ雫成代行費用は補助対象となりません。
・補助事業者に指導'助言をする専門家等に対する謝ネLは@専門家謝金に該当 指導・助
言以外の業務を受託した専門家等に対ずる謝礼は、 @委託費に該当 します。
・セミナー研修等の参加費用ゃ受講費用等は補助対象外です。 (専門家等が講演ずる外部セ
ミナー研修に参加する等の費用は認められません。 補助事業者が専門家等を自社に招き、
当該専門家等から必要な指導・助言を受ける等は補助対象となります。)
・マーケティング、 ド構築 広告宣伝等にっいて専門家等から指導

販路開拓等の取組内容」
することになります。

生産現場のムダ取り等にっぃて専門家等から指導・助言を受ける場合には、 補助事
業計画書の の取組内容」 記載することになり

@専門家旅費
事業の遂行に必要な指導' 助言等を依頼した専門家等に支払われる旅費

「@旅費」

@車耐措彗
事業の遂行に必要不可欠でぁり もっぱら補助事業で取り組む特定の業務のみに用
いる車両の入に必要な経費

本経費区分の対象となるのは、 条で定められる 「自動車及び
原動機付自転車」) の車両です。
販路開拓等にっながらない (単なる買換えの) 車両の髑入非ま補助対象外となります。

運搬用のコンテナ ポックス等、 常設さ
れている保冷庫等も補助対象となります。

"



付属品 (カーナピ 自

賠責保険、 オィル ン代・

(様式6) に、

当該
してください。 採択を受けた後、

う ださい。

して、 車
種'年式
及び入は 中古車販売店等で行ってください。

'

公募開始日 (5月 3 ー 日) ) 以降に発注
し、

3 ー

~ 日)までに一 `

当該車両の用
補助金で取得した車両を使用

直接収益を得るのは、~収益納付の対象となり、
したことが分かるょぅ、 車両運行日誌を作成し

`

・ 外使用 (例 : は、

(補助金適正化法上、
・ 5 。万円 (税抜き) 「処分制限財産J に該当し、 補助事業
が完了し、 一定の期間

(補助事業目的外での使用、

全国商工会連合会は、 財産処分を承認した補
~助事業者に対し、 当該承認に際し、 交付し

金交付取消・返還'令の '

      

・車両の内装・改造工事を外注する場合たは、 外注費で計上してください。
'なくても事業に支障をきたさないオプション・ 丿アヵメラ等) や、

自動車税等、 車検等の検査・ 登録手数料、 タイヤ交換代、 ガソ丿
篭気代、 諸手続賽用は補助対象外です。
・車両を驚入する撮合には、 申請の際、 「車両驚入の理鱈J 補助事業の遂行
にぁたって車両の用入が必要不可欠な理用補助事業における当該車両の具体的な使用内
容、 おょび、 入を予定してぃる車のメーヵ一名おょび車種等を記載する とともに、
車両の見積書ぁるいはヵタログ等を添付して提出 薫入す
る車種を変更しょ とする場合は、 必ず事前に補助金事務局にご相談く 事前木團談
なく見積書等と異なる車を入した鱧こは、補助対象外となります。
・中古車を購入する場合には、 実績報告の際に、 価格の妥当性を証明できる書類と

走行距離等の仕様か同等の中古車の複数見積もりが必要となります 見積もり
個人ヵゝ用らの寶=入は対象外となります。

'車両の名義は、 交付決定を受けた方の名義で登録してください。
'交付決定日 (*ただし、 第ー沈受付綱分は、

補助事業実施期限までに支払ぃと事業の遂行が完了 したもののみが補助金の対象と
なります。 車を買っても、 ロ一ン等を組んだため 用… 事; 一施期限(最長でー 2月

一部でも支払ぃが完了しなぃ場合には、 補助金の対象にできません。
・補助事業実施期間中に実際に遭行从 補助事業計画に記載の取り組みをしたといぅ実績報
告が必要となります。 W??? 呈…

行った旨の実續報告がない握合には、 入割ま補助金の対象にはできません。
・補助事業期間におぃで して移動販売'宅配事業等を実施し

補助金額が減額となる場合がぁります。
・補助事業で取り組む特定の業務にのみ使用
て、実績報告時に添付しなければなりません。
・補助事業で取り組む特定の業務でのみ使用することが補助金支払いの前提ですので、胆

申請書に記載した事業以外への転用、 個人的または家庭内での利用等)
一切禁止されまず 目的外使用をした者には罰則が科ぜられます)

以上の車両を取得する場合は、
補助金の支払を受けた後でぁっても、 (用常は敢得日か55年問)

において処分 用 用 ギ

処分制限期問内に当該財産を処分する場合には、 必ず全国商工会連合会へ承認を申請レ
承認を受けた後でなけれぱ処分できませんq

残存幕価等から算出される金額の返還のため、
た補助金の全部または一部に相当する金額を納付させることがありまず。承認を得ずに処
分を行うと 交付要綱違反にょり 用計 `象となりまず
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委託 (委任) ト会社等
を活用する等、

 

 

 

 

'委託内容、 金額等が明記された契約書等を締結し、

し、

〝

 

ー

外注

 

 

 

・外注内容、
一

・ 5 。万円 (税抜き) 「処分制限財産」 に
該当し、 補助事業が完了し、
得日から5年間) 、担保提供、 廃棄等) が
制限されるこ

し、

全国商工会連合会は、 財産処分を承認した補
助事業者に対し、 当該承認に際し、 交付し

分を行う と、

 

店舗改装 利用客向け 生産強化のためのガ
ス・・水道 移動販売等を目的と した車の内装' 業
務効率化 (生産性向上) の取組内容」
の、

(生産性向上) に結びっかない工事
建設工事、 住宅兼店舗の改装

47.

の委託費
上記のからのに該当しない経費でぁって、事業遂行に必要な業務の一部を第三者に

するために支払われる経彗 (市場調査等にっいてコンサルタン
自ら実行することが困難な業務に限ります。)

委託する側である補助事業者に成果物
等が帰属する必要がぁります。
・例えば市場調査の実施にともなぅ記念品代、 謝ネL等は補助対象となりません。
・補助事業者に指導'助言をする専門家等に対する謝礼はの専門家謝金に該当 指導・助
言以外の業務を受託した専門家等に対ずる謝礼は、 の委託費に該当します。

の外注費
〝

上記のからのに該当しない経費でぁって、事業遂行に必要な菓務の一部を第三者に
(sag) するために支払ゎれる経費 (店舗の改装等、 自ら実行することが困難な

業務に限ります。)

金額等か明記された契約書等を締結し、 外注する側でぁる補助事業者に成果物
等が帰属する必要がぁります。
店舗改装において 以上の外注工事を行う場合等、

補助金の支払を受けた後でぁっても、 一定の期間 (通常は取
において処分 (補助事業目的外での使用、 丁;言…渡

とかぁります。
処分制限期間内に当該財産を処分する場合には、 必ず全国商工会連合会ヘ承認を申請

承認を受けた後でなければ処分できません。
残存簿価等から算出される金額の返還のため、

た補助金の全部または一部に相当する金額を納付させることがあります。承認を得ずに処
交付要網違反にょり補助金交付取消 '返還命令の対象となります。

【対象となる経費例】
丿丶丿アフリー化工事、 トィ レの改装工事、 製造
排気工事、 改造工事 (補助事業計画 r3

に記載した場合に限り) 従業員の作業導線改善のため
従業員作業スぺースの改装工事

【対象とならない経賽例】
輔助事業で取り組む販路開拓ゃ業務効率化 (単なる被災
物件の復旧ゃ店舗移転等を目的と した旧店舗 新店舗の解体
工事における住宅部分、 既存の事業部門の廃止に伴う設備の解体工事など)



  

 

 

'
・

 

・交付決定前に発注、 , 一

(ただし )~

【ただし、 に限り、 特例と して、 (平成2 8年5
月 3 ー 日) 】

・ の

'

` '

・販売を目的とした製品、
' 中古品 (中古車を除く)

保証金、

(例ぇぱ、 ぺン類、 ト

用紙、 はさみ、 テープ類、 無地封筒、 OPP CPP袋、 CD・DVD、

SDヵー ド、 電池、 )

・茶菓、 娯楽

・税務申告、

(ただし、
・公租公課 ただし、
る。)

`

(ただし、

〟・

・商品券'金券の入、

.

送付
・上記のほか、 して社会通念上、
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補助事業の目的に合致しないもの
必要な経理書類を用意できないもの

年入、 契約等を実施したもの
*展示会等への出展の申込みにっいてのみ、 交付決定前の申込みでも補助対象となりま
す。 請求書の受領が交付決定後でなけれ杉ま補助対象になりません。

*見積の取得は交付決定前でも構いません。
第ー决受付締切分 (早期執行分) 公募開始日
以降に発生した経費を遡って補助対象経費と して認めます。

自社内部の取引にょるもの (補助事業者が補助事業者以外から調達したもののうち、
から@に掲げる経費のみ補助対象とする。)
・共同申請における共同事業者問の取引によるもの (共同事業者が共同事業者以外から調
達したもののぅち、 のから@に掲げる経費のみ補助対象とする。)

商品等の生産・調達に係る経費
ouzw-err—as/ayunuwx

・駐車場代ゃ事務所等に係る家賃、 敷金、 仲介手数料、 光熱水費
・電話代、 ィンターネッ ト利用料金等の通信費
・名刺ゃ文房具等の事務用品等の消耗品代 名刺のほか、 インクカ鼻
丿ッジ クリアファイル、

USBメモ丿・ 段ボール、 梱包材の購入なとが補助対象外。Mi?新聞代、 団体等の会費
飲食 奢移、 接待の費用

・不馴産の=入費、 自動車等車両の修理費 車検費用
決算書作成等のために税理士 公認会計士等に支払う費用および訴訟等のた

めの弁護士費用
・金融機関などへの振込手数料 発注先が負担ずる場合は補助対象とする。)

(字肖費税は補助対象外とする。 旅賽に係る出入国税は補助対象とす

・各種保証・保険料 旅費に係る航空保険日虫 展示会等出展で主催者から義務付
けられた保険料に係るものは補助対象とずる。)

借入金などの支払利息おょぴ遅延損害金
'・免許・特許等の取得・登録費
'講習会・勉強会・セミナ鼻研修等参加費ゃ受講費等

商品券・金券・クーポン・ポィントでの支払ぃ
・役員報酬、 直接人件費
・各種キャンセルに係る取引手数料等
今補助金応募書類・ 実績報告書等の作成 手続きに係る費用 〟

公的な資金の用途と 不適切と認められる経費



(4)

補助対象

補助事業における発注先 (委託先) の選定にあたっては、 ー件ぁたり税込ー 0 0万円超
は、 2社以上から見積をと り、 (委託先) を選

んでください。 ただし、 (委託)
場合は、

5.

 

(1)
 

 

 

 

2 0 0万円
ー O 0万円

(例ぇぱ、 熊本県内事業者の場合、
・ 2。。万

・ 3 0

*ただ し、

(ただし、 。。。万円まで
0 0 0万円まで)

〈2 0

十 (ー 0

 

 

(注) 本制度は補助事業であり、 原則と して、 う

(ただし、
の減額等がなされる揚合がぁるほか、 事後の会計検査院による実地検査の結果、 補助
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補助対象経費全般にわたる留意事項

補助事業を行ぅにぁたっては、 当該事業にっいて区分経理を行ってください。
経費は当該事業に使用したものと して明確に区分できるもので、かっ証拠書類によって
金額等が確認できるもののみとなります。

を要するものにっいて より安価な発注先
発注 する事業内容の性質上、 見積をとることが困難な

該当企業等を随意契約の対象とする理由書を実績報告時にご提出ください。

祐助藁尊
小規模事業者持続化補助金に係る補助率等は以下のとおりです。

補助率 補助対象経費の3分の2以内
補助上限額 @熊本県または大分県の事業者

@上記以外の事業者

300万円以上の補助対象となる事業賛に対レ
円を補助します。

0万円未満の揚合は、 その2/3の金額を補助しま
す。)

対象者の要件を満たす複数の小規模事業者が連携し
て取り組む共同事業の場合の補助上限額は、 以下のとおりで
す。 最高L (熊本県・大分県の
小規模事業者をー者以上含む場合は2,
となります)

0万円X熊本県・大分県の小規模事業者数)
0万円Xそれ以外の県の小規模事業者数)

支払を受けた補助金にっいては、 融資のよ
に返済の必要がありません。 収益納付ゃ処分制限財産の処分にょる補助金

金返還命令等の指示がなされた場合には従ゎなければなりません。)



(ー〉 受付締切と手続きの流れ

受付開始: 平成28年5月3 ー 日 (火)

ニ 平成28年6月24日 (金〉 [締切日当日消印有効]

平成28年7月29日 (金〉 ー締切日当日消印有効]

「経営計画書」 (様式2) 「補助事業計画書」 (様式3) を作成して く ださい。

「経営計画書」 (様式2) (様式3) の写しを地域の商工会窓
口 に提出のうえ、 「事業支援計画書」 (様式4) の作成・交付を依頼

ださい。)

必
要があれば、 内容を加筆 ・修正して、 (ただ
し、 その際には、 実際に補助金事務局に提出した最終版の写しを、 地域の商工会に提

地域の商工会が (様式4) 受け取ってくだ

までに、 必要な提出物を全てそろえ、 以下 (2) に記載の補
助金事務局の住所まで、 郵送等により提出してください。

<留意点>

実施の際に、 このため、 社外の代理人の

(様式4) の作成 ・ 交付にっいて>
ー

ー通の様式
4を作成・
A商工会が代表事業者の様式4を作成 ・ 交付す

るぼか、 B商エ会 (ぁるいはC商エ るぼか、 B商工会 が
・

場合 その他の書類
とあわせて、
商工会連合会 (補助金事務局)

 

 

   

 

第ー次受付締切 (早期執行分)

第2次受付締切:

【補助金申講の手続きの流れ】
の おょび

@ および 「補助事業計画書」
(通常業務時問内)

してください。 (締切までに余裕をもってお早めにお越しく

*@におし丶て経営計画書おょび補助事業計画書の写しを地域の商工会ヘ提出した後、
補助金事務局へ提出しても構いません。

出してください。)

@後日、 「事業支援計画書」 を発行するので、
さい。

@受付締切 (当曰消印有効)
(持参は受け付けません。)

本事業は、 小規模事業者自身が、 経営計画'補助事業計画等の作成時ゃ採択後の補助事業
商工会の支援を直接受けながら取り組む趣旨です。

みで、 地域の商工会ヘ相談ゃ 「事業支援計画書」 の交付依頼等を行う ことはできません。

<共同申請の場合の事業支援計画書
'ー'全ての共同事業者が同一商エ会地区 当該商工会が全事業者分をまとめて

の場合 交付します。
2〟代表事業者がA商エ会地区に所在す

(ぁるいはC商工会議所)
会議所)地区にも参画事業者がいる 参画事業者の様式4を作成 交付します。

(全ての様式4を一っにまとめ、
代表事業者が申請書類を都道府県

ヘ送付するもの
とします。)
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全国
に所在するほか、E商エ会地区 商工会連合会ヘの申請はできません。 日本商工

*この場合には、
交付するほか、 E商工会

 

  

(2) 都道府県商エ会連合会 - 問い合わせ先
・

事業を営まれている都道府県の商工会連合会が窓口となり ます。

※全国商工会連合会には直接申請できませんのでご注意ください。
郵送等によ り ご提出<ださい

9:30~ー2ニ。0、 (土日祝日 ・ 年末年始除<) です。

は、 別途、 日本
(都道府県商工会連合会への申請

(3)
IV. (P'62) を 「都道府県商工会連合会 小規

に提出してください。
ます。 また、

 

(4)
します。

ん。 万が一、 すべて不採択となります (採択後
遡って採択を取り消します)。

【平成2

7
年度補正事業と今回の事業の両方で採択されることがないようにします。
〇既に平成2
平成2 の

〇なお、 平成2 今回

5ー

(参考)代表事業者がD商エ会議所地区 代表事業者が商工会議所地区の場合には、

にも参画事業者がいる培合 会議所の公募要領をご`覧ください。
D商工会議所が代表事業者

の様式4を作成・
が参画事業者の様式4を作成'交付します。

(補助金地方事務局) ヘの申請譬の提出先
書類の提出先 問し丶合わせ先は表紙裏の地方事務局一覧表をご覧ください。

〇申請書類は、 (送付のみ。 持参は受け付けません)。
〇問い合わせ等は、地方事務局の小規模事業者持続化補助金事務局にて受け付けます。
〇受付時問は、 ー3:。。~ー?:3。

〇商工会議所の管轄地域で事業を営んでし丶る小規模事業者にっぃて
商工会議所が公表する公募要領をご覧ください
書類提出はできません)。

提出資料
応募時提出資料で定める提出資料

模事業者持続化補助金事務局」
なおg 必要に応じて追加資料の提出および説明を求めることがあり 里

請書類等の返却はいたしません。

応募件数
同一事業者からの応募はー件と

*単独申請と共同申請参画との併願や、 複数の共同申請への参画は認められませ
複数応募が判明した場合には、

に複数応募が判明した場合も、
*複数の屋号を使用している個人事業主も応募はー件のみです縄

7年度補正事業との関係にっいて】
〇ょり多〈の事業者に補助事業へ取り組んでいただくため、同一事業者が平成2

7年度補正事業に申請している事業者が、今回の事業へ申請した場合、
7年度補正事業では審査対象から除外し、今回の事業ヘの申請にっいて

み審査を行います。
7年度補正事業に申請していた事業者が不採択となった場合、

の事業の第2沈受付締切分に申請することは可能です。



〟

「表ー (P・53) '

にょ
・ _ ので、 不備のないよう十分ご注意ください。

く2)
応募事業者全員 に対して、 採択または不採択の

〝

事業概要、 住所、 業

(3) その他

は、 重複して採択いたしませんのでご留
意ください。

・申請書類一式の提出先を誤ると受付を受理できませんので、
ださい。
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(ー)採択審査方法
補助金の採択審査は、 提出資料にっいて、 :審査の机点J に基づき、
輔者等にょり構成される審査委員会において行います。
採択審査は非公開で提出資料(電子デ」タ含む) り行いまず (提案内容に関す
るヒアジングは実施しません。)

結果の通知
(共同申請の場合には代表事業者)

結果を通知します。
採択案件にっいては、 補助事業者名、 代表者名、 補助事業名、

種およぴ補助金額を公表することがあります。
※採択髄結果の内容にっし丶ての問い合ゎせには応じかねまず。

・同一事業者が同一内容で本制度以外の国の補助事業ゃ委託事業等と併願してぃる場合に
不合理な重複おょび過度な集中を排除ずるため、

・採択されナこ・場合であってもこ 予纂の都合等により希望金額から減額される場合がぁります。
お問達えのないょうご注意く



表ー
 

 

要件を満たさない場合には、 その提案は失格と し、

その後の審査を行いません。

の (P〟34~36) 「 3.
ること

 

 

経営計画書・ 補助事業計画書にっぃて、

の自社の経営状況分析の妥当性
・

〟

・ 目標と今後のプランの適切性
' 目標と今後のプランは、
・ 目標と今後のプランは、 対象とする市場 の特性を踏まえているか。

る か。

して、 経営
・

ニ 補助事業計画が、 それぞれの経営計画
の今後の方針 '

の積算の透明 '適切性
・積算が正確 ・ 明確で、

 

III. その他
 

 

「小企業者」 が全体の5割以上
採択されるよ う、 優先的に採択します。
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:審査の観点
ーー基礎審査

决の要件を全て満たすものであること。

の必要な提出資料がすべて提出されていること
「2 補助対象者」 および 補助対象事業」 (P〝37~39) の要件に合致す

の補助事業を遂行するために必要な能力を有すること
の小規模事業者が主体的に活動し、 その技術ゃノ ウハウ等を基にした取組であること
立'加点審査

以下の項目に基づき加点審査を行い、 総合的な評価
が高いものから順に採択を行います。

〇熊本地震の影響を踏まえた自社の状況や、 自社の製品 サーピスゃ自社の強みを適切に
把握しているか。

の経営方針
〇経営方針 熊本地震の影等ゃ自社の強みを踏まえているか。
〇経営方針 く商ー)

の補助事業計画の有効性
〇補助事業計画は具体的で、 当該小規模事業者にとって実現可能性が高いものとなってい

〇熊本地震の影響を克服し 地道な販路開拓を目指ずものと 補助事業計画は、
計画の今後の方針 目標を達成するために必要かっ有効なものか。

(共同申請の場合 全ての共同事業者における、
目標を達成ずるために必要か。)

〇補助事業計画に小規模事業者ならではの創意工夫の特徴がぁるか。

〇事業費の計上 事業実施に必要なものとなっているか。

*直接被災の事業者には、 政策的観点から加点を行います。

(常時使用する従業員の数が5人以下の事業者を指します〟)



 

|8.

 

した後3 o
ー o 日 (火)

ー 提出ぃた
ます。 '

 

また、
P. 4~ 5記載の 「重要事項J について、 十分にご留意〈ださい。

'

応募時に (様式5) を
併せて提出していただき、

ー (様式3)〝 を兼用)。
`

ません。

交付申請書の記入にぁたっては、
ません

P.59 「参考5J を参照ください。

は、

う補助金事務
)

交付決定を受けた後、 っ

助事業を中止 (一 廃止 事

補助事業を完了 したとき、 または中止、

り、

は
完了後、 当該年度の終了後5年問 (=平成34年3月 3 ー 日まで〉 保存しなければなりま
せん。

または 「中小企業の会計に関する指針」 に
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奮藁貴施期闔鄭

麹です。
上記実施期限までの問で 事業を完了 (補助対象経費の支払いまで含みます)
日を経過する日、 または平成2 9年ー月 (補助金事務局必着) のぃずれか早ぃ
日までに実施事業内容おょび経費内容を取りまとめ、 提出しなければなりません。
だぃた資料に基づき、 順沈精算手続きに入り

I9. 輔助輩藁者の驚掛
本事業の採択となった事業者は、 以下の条件を守らなければなりません。 公寡要領 〟

の交付決定
本事業にっぃては、 事業者の利便を考薫从 「補助金交付申請書

補助金事務局でお預かり した後、採択後に正式受理します (「補

助金交付申請書」 の添イ寸書類は、 「補助事業計画書」
111011111101115111 補助金の交付に係る必要な手続き を行ゎなければなり

消費税等仕入控除税額を減額して申請しなけれぱなり
(消賽税および地方消費税相当額を予め補助対象経から減額して申請を行っ)。

消費税等仕入控除税額にっぃては、
なお、 採択となっても、 交付決定時点で対象外経費の計上等の不備が発見された場合に
申請書類の訂正 再提出を求めます。 (交付決定を受けても実續報告時に対象外経費

の計上が発見された場合には、 当該支出を除いて補助対象経費を算出するょ
局から連絡を受けます。

@事業計画内容ゃ経費の配分変更等
補助事業の経費の配分ゃ内容を変更しょ とずる場合、 または補

時中断)、 (実施取りゃめ) や他に承継させよぅ とする場合は、
前に承認を得なければなりませ从

@補助金の交付
廃止の承認を受けたときは、 実績報告書を提出

しなければなりまぜん。実施した事業内容の審査と経費内容の確認等にょり交付すべき補
助金の額を確定した後、 精纂払いとなります (本事業では概算払いは認められません)。*
なお、 補助金は経理上、 支払いを受けた事業年度における収益と して計上するものであ v

法人税・所得税の課税対象となります。

@補助対象事業の経理
補助事業に係る経理にっぃて、 帳簿ゃ支出の根拠と なる証拠書類にっぃて 補助事業

、「中小企業の会計に関する基本要領」



P.60 「参考6」 を参照ください。

(D

また、 補助事業完了後、
`

原則と して、

.

この検査にょり補助
これに従ゎなけれぱなりません。

(昭和3
1 7 9号)J (例 : 他の用途への無断流用、 虚偽報告など) をした
場合には、 '_返還命令

4 2条 または法人税法
第 4 2条
助金等に該当

` したがって、
所得税法第4

ので、

利益を排除しなければなり
ません。

「補助事業の手引き」
「補助事業の手引き」 え、 不
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拠った信頼性の'ある計算書類等の作成および活用に努めてください。 中小企業の会計に関
する基本要領等の詳細にっいては、[m

補助事業を実施することにょり産業財産権が発生した揚合は、 その権利は補助事業者
に帰属します。

@ 補助事業の進捗状況確認のため、小規模事業者持続化補助金事務局等が実施検査に入
ることがあります。' 補助金使用経賽にかかる総勘定元帳等の検〟
査に入ることがあります。

@ 補助事業完了後の補助金額確定にあたり、 補助対象物件ゃ帳薫類の確認
ができない場合にっいては、 当該物件等に係る金額は補助対象外となります。

~@ 補助事業完了後、 会計検査院が実地検査に入ることがぁります。
金の返還命令等の指示がなされた場合には、

@ 補助事業者が 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 。年法律第
等に違反する行為等
補助金の交付決定の取消 (加算金の徴収を含む)、 不正の内容の

公表等を行うことがあります。

@ 本補助金は、 所4尋税法第 (国庫補助金等の総収入金額不算入)
掴庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入) に規定する国庫補

します。

当該補助金を補助金の交付の目的に適合した固定資産の取得または改良
・に充てた場合には、 2条または法人税法第4 2条の規定を適用することが
できます。

@ 本補助金の採択事業者等に対し、補助金を活用 して取り組む事業やその効果等を把握
するためのアンケー ト調査を実施ずることがぁります(補助事業完了後のフォローアッ
プ調査含む) その際にはご協力をお願いいたします。

@ 子会社等から調達を行う場合には、 調達価格に含まれる
当該調達品の製造原価を構成ずる要素でぁっても、 持続化補助金の補助対象経

賽に該当 しなぃものは補助対象経費と して計上できません。共同申請にぉいて共同事業
者問で必要な物品・サーピスを調達した場合も自社内で調達した場合と同様とみなされ、
当該取引は対象外となります。

@ 交付決定時に、 補助事業実施に係る注意点等を記載した を事務
局から配布いたします。 補助事業実施前に を必ず鰯のう
明点は事務局にお問合せください。



III.

3回改定)
定義は、 緑色の網掛けの業種においては、 それ以外の

20 なります。 下表には全業種の記載がありますが、 実際
33 「 2' 補助対象者」

J:

05

E

F

4。 '

 

56

参考責料
【賽考ー】 日本橿攣産幕分憂に藁づく彙橿分疇

曰本標準産業分類 (第ー に基づく、 業種分類は下表のとおりです。 小規模事業者の
「常時使用する従業員」 の数が5名以下、

業種は 名以下の会社及び個人事業主と
に持続イヒ補助金の申請ができる業種はP〟 に記載の方に限られます。

農彙`林彙
B漁藁
鉱藁`採石藁、

DEE
鉱藁、 採石業、砂利採取業

製遣藁

篭彙'ガス-熟供給
'水遣藁

償藁

ィンタ一ネット附髄サービス藁*



 

※業種が不明の場合には、 ご自身で以下URLにある 「分類項目名, 説明及び
内容例示」 をご参照のうぇ、

soumu. go. 03000023.
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日本標準産業分類
(総務省ホームぺ一ジ) 最も当てはまる業種を確認して<ださい縄

httpニ//WWW・ jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/OZIoukatsuOl html



みな

と して、

ー以上を同一の大企業 (※ー) が所有 し

'
事業者
・大企業の役員または職員を兼ねている者が、

'

※ ー ここでいう大企業とは、 (※2) 以外
ただし、

'
・

※2
業種分類

製造業その他 又は

卸 売 業 ー億円以下の会社 又は
100 人以下の会社及び個人

小 売 業 又は
人以下の会社及び個人

サービス業 又は
100 人以下の会社及び個人

 

 

 

 

 

  

 

 

'
・ 〈税込) を上限と し、

・

 

甲地方 乙地方
(円/泊) 9,800

束京都特別区、 さいたま市、 左記以外のすべて
千葉市、 川崎市、 相
模原市、 名古屋市、 京都市、

大阪市、 堺市、 神戸市、 広島
市` 福岡市
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【讐膏2】 し大企彙にっいて

决のぃずれかに該当する者は 「みなし大企業」 本事業の補助対象外と します。

・発行済株式の総数または出資金額の総額の2分の
ている小規模事業者
発行済株式の総数または出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している小規模

役員総数の2分のー以上を占めている小規模
事業者

〝

中小企業基本法に定義する中小企業者
の者です。 以下の者は大企業と して取り扱いません。
中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社
投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合

中小企業基本法に規定する中小企業者は以下のとおりです。
中小企業基本法の定義

資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社
常時使用する従業員の数が3叩 人以下の会社及び個人
資本金の額又は出資の総額が
常時使用する従業員の数が
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社
常時使用する従業員の数が50
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社
常時使用する従業員の数が

【賽膏3】 旅賽の支繪墓纂にっいて

補助対象経費に計上する旅費は、 国が定める支給基準により算出することと します。

最も経済的な通常の経路および方法にょり旅行した揚合の実費により計算する=
宿泊料は以下の表に基づく金額 日当は認めないものとする。
その他旅費支給に関する詳細は交付決定時に示すものとする。

(内国旅費)

宿泊料 ー0,90。

地域区分
横浜市、



 

指定都市
 

(円/泊) 11,600
 

 

北米 (アメ カナダ)

ロサンゼルス`

サンフランシスコ、 ワシントン
DーC

 

西欧 フランス、 ド

イッ、 北欧四か国
等)

ロンドン、 パリ

 

束欧〈ロシア、 ポーランド、 チ
ェコ、

 

モスクワ
 

中近束
 

(インドシナ半
島 (シンガポール` タイ、

ミ

リ ピン等)、 韓国、

アジア

 

南西ァジア(ィ ンド等)、ァ

 

 

中南米
 

トラリア、 ニュージー
ランド丶 ポリネシア` ミクロネシア、
メラネシア等)

 

 

アフリカ
 

アビジャン
   

 

(税込) によ り支出す

 

 

 

大学学長級
大学副学長級
大学学部長級

11,300
 

 

 

会長・社長-役
年以上 員級

 

部長級
 

大学教授級2
6,100

 

 

 

 

 

 

 

課長級
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(外国旅賽)

宿泊料 19,300 16,100 12,900

リカ合衆国、

ニューョーク丶

(イギリス、
イタリア、

欧州
ジュネーブ、

ハンガリー等)
アブダピ、ジッダ、クウェート、
リヤド

東南アジァ

ャンマー丶 マレーシアを
含む)、インドネシァ` フィ

香港等

$図
蒔
崖

シンガポール

ジァ大陸仲国等)、台湾等

大洋州 〈オース

【薯考4】 轍金の支出蔓藁にっいて

謝金単価にっいて内規等にょる定めがない場合、 下表に定める標準単価
ることとします。

標準単価 分野別職位等

図 $ 時問単価 大学の職位
大学の職位にある
者の平均勤続年数 民問

地方公共団体等

大学教授級ー

9,700

8,700

7,900

ー7
知事・市町村長

工場長級

大学准教授級
7,000

@
@

@
@

@
9

立
ー2 年以上 銚長級

課長級



 

 

5.100 室長級
 

 ー2

係長 ' 主任級 課長補佐級
 

ー2 係員 ー 課員ー
 

2 8 係員 2 課員 2
 

 

 

 

 

 

 

3 係員 3 3
 

 

税制上、 、 特定収入となるため、
補助金と

となるため、
交付が二重にならないよう、 原則と こと と

します。

 

・ (2. 右上の
・ (6.

'
に。

 

 

 

  

 

 

中小企業の会計に関する基本要領 は、 その
参照するための会計処理

また、 中小企業の会計に関する指針 (中小指針) は、
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大学講師級 課長代理級
年未満

4,6。。 大学助教・助手級 〝

3,600 犬学助手級以下ー 年未満
2,600 大学助手級以下 年未満

@
箇

@
@

@

1,600 大学助手級以下 4 年未満 課員

【讐考5】 消賽税尊仕入控除税額にっいて

補助金は消費税の課税対象となる売上収入ではなく 事業者に
消費税を含む補助金が交付された場合、 して受けた消費税も事業者の売上げにと もな
う預かり消費税の対象にはなりませ从
補助事業に係る課税仕入れにと もなし\ 還付金が発生すること この還付と補助金

して予め補助対象経費から消賽税額を減額しておく
します。

ただし、以下に掲げる補助事業者にあっては、補助事業の遂行に支障をきたす恐れがぁるため、
消費税等を補助対象経費に含めて補助金額を算定できるものと
の 消費税法における納税義務者とならない補助事業者
@ 免税事業者である補助事業者
@ 簡易課税事業者である補助事業者

(様式3) 檎助薫彙叶團讐 経費明紬豪) 「税抜 '税込」 の遺択区分
(績式5) 小規債薫彙者持纏ィヒ檎助金交付申疇讐 消費税の遺用に闔する薫壇)
に醒戴の区分には、 以下を確鬱のぅえ` いずれかに必ず。を付けてください〝

薫彙者の区分 燻税薫彙者 免税 簡易曝税薫攣者
績助対鸞糧費の配轟 「税抜」 「税込」 に。が可能
※複数事業者【こよる共同申言青の場合には、 連携する事業者に免税・簡易課税事業者がいる場合で

も、 税抜にて算定いただく ようお願いいたします。

【賽考6】 中小企彙の会叶に闔する墓本憂鱧簾にっいて

(中小会計要領) 中小企業の多様な実態に配慮し、
成長に資するため、 中小企業が会社法上の計算書類等を作成する際に、
や注記等を示したものです。

会計専門家が役員に入っている会計参与
設置会社が拠ることが適当とされているように、 一定の水準を保った会計処理を示したもので
す。

※詳細にっいては、 中小企業庁ホームぺージを参照ください。
httD 2//www.chusho.meti. 20.iD/zaimu/vourvou/index.htm

【賽膏7】 収益納付にっいて



り、 (補助金の交
り収益 補助金

「収益納付」

は、 補助金交付時に、

ここで言う とは、 以下のょ ぅなケ一スを想定していま
〝 一

,

(ー)

(2) トショ ゴ、

' トショ

(3)
'

(4)
(5)

収入 '

(6) 補助金で車両を入し、
合)

 

入した設備で生産した商品の販売にょる利益

 

 

 

小規模事業者持続化補助金交付申
にぁる は 「ありJ 収

` `

「ホームぺ
改良 「店舗改装」、 _

_配布J などは、 ここでいう
した収益J には該当 '
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「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等の規定にょ 補助事業
付を受けて行ラ事業) の結果によ (収入から経費を引いた額) が生じた場合には、
交付額を限度と して収益金の一部または全部に相当する額を国庫へ返納 していただく場合がぁ
ります にれを と言います)。
本補助金にっいて 事業完了時までに直接生じた収益金にっいて、 交付す

ぺき金額から相当分を減額して交付する取扱いとなります、
なお、 「補助金により直接生じた収益」

ず。

<補助金にょり直接収益ヵ3生じる 傳交附べき補助金からrW
補助金を使って
象の場合)
補助金を使って構築した自社のネッ ップ 債い物ヵ 決済機能の付加) の活用で
の販売や、 他社の運営するィンタ一ネッ ッヒングモールでの販売にょる利益 (広報
費が補助対象の場合)
補助金を使って実施または参力=する展示販売会での販売にょる利益 (展示会等出展費等が
補助対象の揚合)
補助金を使って開発した商品の販売にょる利益 儒発費等が補助対象の場合)
販売促進のための商品PRセミナーを有料で開催する場合に、 参加者から徴収ずる参加費

({昔料等が補助対象の揚合)
移戴販売事業等での販売による利益 車両用

'ずる) ヶ一スの例>
(機械装ー等費等が補助対

入費が補助対象の場

上にぁるケースのような補助事業を行ぅ揚合は、 「(様式5)
請書」 [5 補助事業に関して生ずる収入金に関する事項」 と回答のぅぇ、

〝 入金に関ずる事項として 「参力ロ者から徴収する参力し費収入」、 `「展示販売会での販売にょる利益」
等と簡潔にご記入ください。 ^

なお、 「商品の生産に直接関わりをもたない備品の縄入上 「チラシの作成ゃ配布J、
一ジのイ芋成 (ネッ トショップ構築を除く)」、 「広告の掲載」、 「販ィ足品の謂達、

収益との因果関係が必ずしも明確でないため、 「補助金にょり直接生
しないと考えます。 ,



IV.

を付けましよ
 

提出物 必要部数 備考
 

応募者全 原本ー部
員 は 「様式ー一 ー」 を提出するこ

(様式ー 一ーま と

たはー一2) 【必須】

の場合は および
別添

を提出す

 

原本ー部 各社ごと
(様式2) 【必須】 に作成

 

部

 

(様式3) 【必須】

' ~ =

 

 

原本ー部 採択となった者の
(様式5) 【必須】

 

'USBメ ーつ

様式ー、 様式2、
フ

記入した以下のデータ 例え
を全て入れること ば、

(株) 〇〇の様式
(様式ー) 名前を付けて保存し

(様式2) てください

(様式3) 採択審査を行ぃま
(様式5) す

は、 採択審査ができません)
各社ごと

の経営計画書 (様式2) の電子

 

 "
写し

可) (様式2)
合) の 「被災状況欄」
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応募時提出資料
(ご自身での確認のため、 用意できた提出物の囗に曰 〈チェ ック) う〝)

囗@小規模事業者持続化 〇ー事業者による単独申請の場合
補助金事業に係る
申請書

〇複数事業者による共同申請
「様式ーー2」

「複数事業者による共同申
請/共同申請者一覧」
ること

ロ@経営計画讐 〇共同申請の場合には、

ロ@補助事業計画書 原本ー

~ 原本ー部 〇地域の商工会が発行しますc 締
切までに十分な余裕をもって、
お早めにお越しください。

囗@補助金交付申請書 〇審査の結果、
申請書のみ正式受領します

ロ@彙子璽墨叫併R' 〇電子データ は押印前のもので構
モリ董2 mg: いません

〇電子データは、
※電子媒体に必要事項を 様式3、 様式5の各様式をー

ァイルにまとめて保存し、

の申請書 のょぅに、
@経営計画書
@補助事業計画書 〇電子媒体に保存ぃただし丶たデー

タをもとに、
@交付申請書 (電子媒体の送付がない場合

〇共同申請の場合には、

データを全て入れること。

1511"-
(公的讐類 公的賽類 (罹災証明誓等ー
添付の場 または経営計画讐

記入+写其
〇充上ュ二の凵置 讀〝 寶



 

 

または経

状況欄」 記入
 

分) 【必須】

確定
申告書 (表紙 (受付印のある用
紙) (所得の簡易
計算)) を提出

合は不要
各社の証

明書を提出すること
 

【必須】 各社の証

でぁり、 インターネッ ト上で閲

得できる登記情報には、 法的な
証明力はなく、 証明書と しては
認められません。

 

 

 

【第一表、

受付印の
ぁるもの)
または開業届 (税務

の) 【必須】

を作成し提出

※ と

は、 平成 27

申告書を税務署に提出
「平

成27年分の確定申告書」
です。 提出がまだの方に

 

 

ていることがわかる開業届を提

所得額に

こと

「納税証明書 〈その2 :所得金
額の証明書)」の写し ー部を追加
で提出すること

細 (受信通知)」
を受付印の代用と して添付して
ください

各社の申
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公的賽類 (認定警等)
営計画誓(様式2) の「間接被害

法人の場 ロの賃借対照表およぴ損
益計算賽 (直近ー期

写しー部 〇損益計算書がない揚合は、

および別表4

〇决算期をー度も迎ぇていない場

〇共同申請の場合には、

ロの現在事項全部証明
讐または履歴事項全
部証明讐

ー部 〇申請害の提出日から3か月以内
の日付のものに限る

〇共同申請の場合には、
明書を提出すること

〇法務局 (登記所) 発行のみ有効

覧できるサービスを利用 して取

個人事業
主の場合

ロの直近の確定申告書
第二表、 収支

内訳誓または所得税膏
色申告決算警】(税務薯

署受付印のぁるも

※収支内訳害がない揚合
は貸借対照表おょび損
益計算害 (直近ー期分)

「直近の確定申告書」
年分の確定

した方にとっては、

写しー部 〇決算期を一度も迎ぇていない場
合のみ、 申請時の段階で開業し

出すること
〇開業してから決算期をー回以上
迎えている場合には、
関わらず確定申告書を提出する

〇確定申告書を書面提出した方で
表紙に受付印がない場合には、
税務署が発行する、

〇電子申告をした方は、「メール詳
を印刷したもの

〇共同申請の揚合には、
告害を提出すること



 

 

とって は、 「平成26 年分
です。

自動車等 ロ様式6 【必須】

書あるいはカタログ等を添付の
入を予定 ~ こ と

する事業

 

  

  

 

 

左上ーか所でクリ ップ止め (ホテキス止めは不可) して<ださい。

 

    

  

   

 

  

 

  

     

   

_

 

 

補助金

交付

     

 

 

 

(支払)
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の確定申告害」

原本ー部 〇購入を予定している車両の見積
車両の驚

者の場合

※用紙サイズはA4で統一し、
※提出讐類等の作成・送付に係る費用は補助対象外でぁり、 応募者の方にご負担いただきます。 申請
馨類等の返却はしません。

※必須提出讐類の提出がない場合は失格とします。

V・藁彙のスキ一ム

の相談、 経営計画策定支援髑鷺
,.

各地商エ会 E ヨ

跚
鸞
糊

…
嚇
甦
繭

$確認・添付用紙作成
@応寡 (計画審'交付申請害等提出)

@採択・不採択の通知

援 ‘ (事業の実施)

@補助事業完了 '報告
@確定検査 (交付額の確定)融
鞠
賽

廠
醤
讃

壽
赫
瞰
糊
繭
ラ

, @補助金請求

跚
瞰
膚
齡

H
團
團
蹄

臨
冊
羅
掛
・
藺
駕

@補助金の交付


